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評 価 書

令 和 ６ 年 ２ 月
宮 城 県

令和５年度に行った公共事業再評価の結果は、以下のとおりである。

記
１ 対象事業名

①農業競争力強化基盤整備事業（蕪栗沼地区）
②水利施設等整備事業（柴田地区）
③農村整備事業（柳田峠２期地区）
④南沢川総合流域防災事業
⑤雉子尾川総合流域防災事業
⑥小田川総合流域防災事業
⑦主要地方道築館登米線 （仮称）栗原 IC 整備事業
⑧主要地方道丸森柴田線 坂津田道路改良事業
⑨主要地方道気仙沼唐桑線 化粧坂道路改良事業
⑩一般県道河南南郷線 軽井沢道路改良事業
⑪川内沢ダム建設事業
⑫宮城野原広域防災拠点整備事業

２ 事業の概要
別紙のとおり

３ 県民生活及び社会経済に対する効果並びに把握方法
別添１のとおり「事業の進捗状況」、「事業を取り巻く社会経済情勢等の変化」、「代替案

との比較」、「コスト縮減」、「費用対効果」の項目で事業効果を把握した。

４ 評価の経過
【上半期対象事業：①～⑥】
令和５年 ６月１２日 行政活動の評価に関する条例第５条の書面（評価調書）の確定
令和５年 ６月１９日 宮城県行政評価委員会への諮問
令和５年 ６月１９日～７月１８日 条例第９条に基づく県民意見聴取
令和５年 ８月 ３日 同委員会公共事業評価部会（第１回開催）
令和５年 ８月 ７日 同委員会公共事業評価部会（現地調査）
令和５年 ８月２２日 同委員会公共事業評価部会（第２回開催）
令和５年 ９月１９日 同委員会公共事業評価部会（第３回開催）
令和５年１０月２７日 同委員会及び同委員会公共事業評価部会からの答申
【下半期対象事業：⑦～⑫】
令和５年１１月２２日 行政活動の評価に関する条例第５条の書面（評価調書）の確定
令和５年１１月２２日 宮城県行政評価委員会への諮問
令和５年１１月２２日～１２月２１日 条例第９条に基づく県民意見聴取
令和５年１２月１２日 同委員会公共事業評価部会（第４回開催）
令和５年１２月２５日 同委員会公共事業評価部会（第５回開催）
令和６年 １月１２日 宮城県行政評価委員会公共事業評価部会（現地調査）
令和６年 １月１９日 同委員会公共事業評価部会（第６回開催）
令和６年 １月２４日 同委員会及び同委員会公共事業評価部会からの答申
令和６年 ２月 ６日 県の最終評価（評価書）の確定

５ 行政評価委員会の意見
対象１２事業を「事業継続」とした県の評価に対し、すべて「妥当」とした。
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なお、次のとおり事業の実施に関する意見が付された。

農村整備事業（柳田峠２期地区）
今後、工事を進めるに当たっては、現場条件を十分に精査し、コスト縮減に努めること。

各総合流域防災事業
近年、豪雨災害が頻発化・激甚化している現状を踏まえ、事業効果の早期発現に努めるこ

と。また、その取組内容を県民によりわかりやすく発信すること。

主要地方道築館登米線 （仮称）栗原 IC 整備事業
他の道路事業を含め、今後、事業を進めるに当たっては、各関係機関との詳細な協議や現地調

査などの事前精査を十分に行い、より適切な手法を検討の上、事業費の大幅な変更が生じないよ
うに努めること。

宮城野原広域防災拠点整備事業
近年、災害が頻発化・激甚化している現状を踏まえ、事業効果の早期発現に努めること。

また、大規模災害時の効果について、災害時の不確実性などを踏まえ、県民によりわかりや
すい形での発信に努めること

６ 評価の結果
評価の結果の詳細は、別添１のとおり。
なお、事業の実施に関する意見に対しては、以下のとおり対応する。

農村整備事業（柳田峠２期地区）
今後、工事を進めるに当たっては、現場条件を十分に精査し、コスト縮減に努める。

各総合流域防災事業
近年、豪雨災害が頻発化・激甚化している現状を踏まえ、事業効果の早期発現に努める。ま

た、その取組内容を県民によりわかりやすく発信する。

主要地方道築館登米線 （仮称）栗原 IC 整備事業
今後、事業を進めるに当たり、より適切な手法を検討の上、事業費の大幅な変更が生じないよ

う努める。

宮城野原広域防災拠点整備事業
近年、災害が頻発化・激甚化している状況を踏まえ、事業効果の早期発現に努める。また、

大規模災害時の効果について、災害時の不確実性なども踏まえ、県民によりわかりやすい形
での発信に努める。
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公共事業再評価に係る評価書の概要

番号 事業名 事業

採択

年度

完成

予定

年度

事業目的・事業概要 全 体

事業費

(億円)

進捗率

(％)

行政評価委員会

（公共事業評価部

会）の意見

評価の結果

1 農業競争力強

化基盤整備事

業（蕪栗沼地

区）

H23 R6 農業競争力強化のため、ほ場の大区画化・汎

用化、用排水路や農道の整備を行い、担い手

への農地の集積集約化や農業の高付加価値化

等に取組むもの。

区画整理工 A=146.5ha

35.0 94.0 事業継続妥当 事業継続

2 水利施設等整

備事業

（柴田地区）

H26 R6 老朽化に伴う機能低下が懸念される農業水利

施設（頭首工）の長寿命化対策を実施し、施

設全体の機能回復を図り、用水機能を確保し、

農業生産性の維持及び農業経営の安定化を図

るもの。

頭首工１箇所

6.4 48.3 事業継続妥当 事業継続

3 農村整備事業

（柳田峠２期

地区）

H27 R7 地域の農産物流通の合理化を図るほか、地域

の生活道路として整備されることにより、一

般車両走行の安定化と、自然災害時の地域防

災力の強靭化を図り、中山間地域のコミュニ

ティの持続性を向上させるため実施するも

の。

道路整備 L=2,114m

計画幅員 W=5.0(6.0)m

10.9 14.7 事業継続妥当

【今後の事業実施

に関する意見】

今後、工事を進め

るに当たっては、

現場条件を十分に

精査し、コスト縮

減に努めること。

事業継続

【意見への対応】

今後、工事を進め

るに当たっては、

現場条件を十分に

精査し、コスト縮

減に努める。

R20 南沢川は北上川の左支川であるが、河道狭隘 59.0 

部及び北上川本川の水位上昇の影響により、 

浸水被害が頻発している。このため、堤防の 

嵩上げ、河道の掘削を実施して治水安全度を 

向上し、沿川の浸水被害の軽減を図るもので 

ある。 

河川改修延長 L=3,800m 

築堤 V=265,000m3、 

掘削 V=179,000m3 

特殊堤 1 箇所、道路橋 4 箇所、樋門樋管 4 

箇所、サイフォン 1 箇所、道路付替 L=4,200m 

4 南沢川総合流

域防災事業

H13 71.5 事業継続妥当

【今後の事業実施

に関する意見】

近年、豪雨災害が

頻発化・激甚化し

ている現状を踏ま

え、事業効果の早

期発現に努めるこ

と。また、その取

組内容を県民によ

りわかりやすく発

信すること。

事業継続

【意見への対応】

近年、豪雨災害が

頻発化・激甚化し

ている現状を踏ま

え、事業効果の早

期発現に努める。

また、その取組内

容を県民によりわ

かりやすく発信す

る。

5 雉子尾川総合

流域防災事業

S35 R20 雉子尾川は、丸森町の手倉山にその源を発し、

同町金山原町地先で阿武隈川に合流する一級

河川である。

雉子尾川流域の丸森町金山地区は、これまで

阿武隈川の背水の影響と雉子尾川の出水によ

り多大な洪水被害を受けていることから、河

川改修を実施し、沿川の治水安全度の向上を

図るものである。

河川改修延長Ｌ＝6,557m

築堤 105,700m3、掘削 84,500m3、護岸

5,600m2、帯工 2 箇所、道路橋 3 橋、樋管樋

門 17 箇所、排水機場 3 箇所

45.0 74.2 事業継続妥当

【今後の事業実施

に関する意見】

近年、豪雨災害が

頻発化・激甚化し

ている現状を踏ま

え、事業効果の早

期発現に努めるこ

と。また、その取

組内容を県民によ

りわかりやすく発

信すること。

事業継続

【意見への対応】

近年、豪雨災害が

頻発化・激甚化し

ている現状を踏ま

え、事業効果の早

期発現に努める。

また、その取組内

容を県民によりわ

かりやすく発信す

る。

別紙
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番号 事業名 事業

採択

年度

完成

予定

年度

事業目的・事業概要 全 体

事業費

(億円)

進捗率

(％)

行政評価委員会

（公共事業評価部

会）の意見

評価の結果

6 小田川総合流

域防災事業

S50 R40 小田川は阿武隈川の左支川で、河道狭隘部及

び阿武隈川本川の水位上昇の影響により、浸

水被害が頻発している。このため、堤防の嵩

上げ等を実施して治水安全度を向上し、沿川

の浸水被害の軽減を図るものである。

河川改修延長Ｌ＝3,750m

築堤Ｖ＝155,000m3、掘削Ｖ＝40,000m3、道

路橋 9 橋、樋門樋管 12 箇所、サイフォン 3

箇所

91.5 27.7 事業継続妥当

【今後の事業実施

に関する意見】

近年、豪雨災害が

頻発化・激甚化し

ている現状を踏ま

え、事業効果の早

期発現に努めるこ

と。また、その取

組内容を県民によ

りわかりやすく発

信すること。

事業継続

【意見への対応】

近年、豪雨災害が

頻発化・激甚化し

ている現状を踏ま

え、事業効果の早

期発現に努める。

また、その取組内

容を県民によりわ

かりやすく発信す

る。

7 主要地方道築

館登米線

（仮称）栗原

IC 整備事業

H30 R11 栗原市築館萩沢地内において復興支援道路で

ある（主）築館登米線（みやぎ県北高速幹線

道路）と東北縦貫自動車道が直結する（仮称）

栗原インターチェンジを整備することで、沿

線の工業団地や三陸縦貫自動車道との物流の

効率化、速達性、定時性、確実性、利便性の

向上が期待されるとともに、広域医療ネット

ワークの形成や地域間防災の連携強化を図る

もの。

道路延長 Ｌ＝2.2ｋｍ

道路幅員 W=7.0ｍ（1 方向 1 車線）

W=14.5ｍ（2 方向 2 車線）

98.0 20.5 事業継続妥当

【今後の事業実施

に関する意見】

他の道路事業を含

め、今後、事業を

進めるに当たって

は、各関係機関と

の詳細な協議や現

地調査などの事前

精査を十分に行

い、より適切な手

法を検討の上、事

業費の大幅な変更

が生じないように

努めること。

事業継続

【意見への対応】

今後、事業を進め

るに当たり、より

適切な手法を検討

の上、事業費の大

幅な変更が生じな

いよう努める。

8 主要地方道丸

森柴田線

坂津田道路改

良事業

H12 R6 主要地方道丸森柴田線は、伊具郡丸森町の国

道１１３号分岐を起点とし、柴田郡柴田町の

国道４号と接続する、延長約２３ｋｍの仙南

圏域を南北に連絡する幹線道路である。

当該事業は、阿武隈川堤防と兼用堤となって

いる区間で、幅員狭隘で曲折が多く、車両・

歩行者の通行が危険な状況であるため、円滑

で安全な交通の確保を図るもの。

道路延長 L=1,760m

道路幅員 W=6.5(10.5)m

27.4 85.8 事業継続妥当 事業継続

9 主要地方道気

仙沼唐桑線

化粧坂道路改

良事業

H26 R7 主要地方道気仙沼唐桑線は、気仙沼市松崎馬

場の国道４５号との交差点から、中心市街地

を経由し、同市唐桑町崎浜に至る幹線道路で

あり、第一次緊急輸送道路として防災上重要

な役割を果たす路線である。

当該事業は、現道の急勾配・急カーブが続き、

大型車のすれ違い等も困難であったことか

ら、安全で円滑な交通の確保を図るもの。

道路延長 L=460m

道路幅員 W=20.0(6.5)m

36.9 72.6 事業継続妥当 事業継続
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番号 事業名 事業

採択

年度

完成

予定

年度

事業目的・事業概要 全 体

事業費

(億円)

進捗率

(％)

行政評価委員会

（公共事業評価部

会）の意見

評価の結果

10 一般県道河南

南郷線

軽井沢道路改

良事業

H26 R10 一般県道河南南郷線は、石巻市広渕を起点と

し遠田郡美里町に至る９．４km の幹線路線で

あり、石巻圏域と大崎圏域を東西に結び、三

陸自動車道「石巻港 IC」や「石巻女川 IC」、

令和３年度に事業化された国道１０８号石巻

河南道路、石巻市の「須江工業団地」及び平

成２８年６月造成完了の「須江産業用地」に

アクセスし、交通・物流の強化・拡大を図る

上でも重要な路線である。

当該事業は、幅員狭隘で曲折が多く急勾配区

間を解消し、安全で円滑な交通の確保を図る

もの。

道路延長 L=1,340m

道路幅員 W=6.0(10.5)m

15.3 7.8 事業継続妥当 事業継続

11 川内沢ダム建

設事業

H9 R8 名取市内と岩沼市内を流下する一級河川名取

川水系川内沢川に、同河川の治水事業の一環

として治水ダムを建設し、沿川の洪水を防御

するとともに、既得取水の安定化と河川環境

の保全を図るものである。

重力式コンクリートダム

ダム高 H=39.7m

 堤体積 V=54,000 ㎥ 

182.0 49.3 事業継続妥当 事業継続

12 宮城野原広域

防災拠点整備

事業

H26 R14 (H25 年度情報:大規模事業評価情報)

東日本大震災の教訓を踏まえ，大規模災害時

には，他県からの広域支援部隊のベースキャ

ンプや支援物資の流通配給基地，域外搬送拠

点となるスペースが必要であることから，都

市公園事業により宮城野原公園を拡張し，県

内をカバーする広域防災拠点を整備するもの

である。

施工地名：仙台市宮城野区宮城野三丁目

事業面積：170，000 ㎡

公園種別：都市公園

主要施設：防災センター，ヘリポート，

多目的広場・駐車場等（荷捌き場，野営場）

422.0 51.7 事業継続妥当

【今後の事業実施

に関する意見】

近年、災害が頻発

化・激甚化してい

る現状を踏まえ、

事業効果の早期発

現に努めること。

また、大規模災害

時の効果につい

て、災害時の不確

実性などを踏ま

え、県民によりわ

かりやすい形での

発信に努めるこ

と。

事業継続

【意見への対応】

近年、災害が頻発

化・激甚化してい

る状況を踏まえ、

事業効果の早期発

現に努める。また、

大規模災害時の効

果について、災害

時の不確実性など

も踏まえ、県民に

よりわかりやすい

形での発信に努め

る。
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別添 1 

 

 

 

 

 

評 価 結 果 
 

・農業競争力強化基盤整備事業（蕪栗沼地区） 

・水利施設等整備事業（柴田地区） 

・農村整備事業（柳田峠２期地区） 

・南沢川総合流域防災事業 

・雉子尾川総合流域防災事業 

・小田川総合流域防災事業 

・主要地方道築館登米線（仮称）栗原 IC 整備事業 

・主要地方道丸森柴田線 坂津田道路改良事業 

・主要地方道気仙沼唐桑線 化粧坂道路改良事業 

・一般県道河南南郷線 軽井沢道路改良事業 

・川内沢ダム建設事業 

・宮城野原広域防災拠点整備事業



大崎市田尻蕪栗地内 【位置図後掲】

・

(平成 年度) ・

・

(令和 年度) ・

[ % ] [ % ] [ % ] [ % ]

＝（ － ） ／ ＝ ％

事

業

の

概

要

事業目的

本地区は、宮城県大崎市の東部、旧田尻町に位置し地区の北側にある蕪栗沼とともに蕪栗沼周辺水田と
してラムサール条約に登録されている。本地区は、昭和初期の干拓事業により20a区画で整理されたものの、
農道は狭小で、用排水路も一部は装工されているものの大部分が用排兼用の土水路のため、水田の汎用
化、大型機械の導入など、近代的農業に支障を来している状況にある。
このような状態を改善するため区画の再整理、用排兼用水路の分離、農道、暗渠排水などを整備し耕地の

汎用化を図る。また、耕地の集団化を実施し大型機械の導入、水管理の合理化などにより生産性の高い農業
基盤の整備を行うものである。

事業内容

事業着手時 区 画 整 理 工 Ａ＝ 146.5 ha

暗 渠 排 水 工 Ａ＝ 100.1

全 体 事 業 費 費 用 負 担 内 訳

内用地費 国 県 市町村 その他(農家)

事 業 費

補 償 費 50 27.5 10 12.5

再 評 価 時 区 画 整 理 工 Ａ＝ 146.5 ha

○ 暗渠排水工はＡ＝24.9haの増となった。

ha

排水不良により営農に支障のある区域における暗渠排水工の増

5 暗 渠 排 水 工 Ａ＝ 125.0 ha

【事業内容の変更状況とその要因】

及 び

23

根拠法令 土地改良法

評 価 結 果

作 成 年 月 日 令和 6 年

宮 城 県

施行地名
おおさきしたじりかぶくり

管理主体
大崎市

旧迫川右岸土地改良区

事業主体農業競争力強化基盤整備事業(蕪栗沼地区)事 業 名
補助・交付金・

単独の別
補助

2 月 6 日

事 業 担 当 課 農村整備課

2.5億円 3.0億円
（平成23年度)

再 評 価 時
35.0 億円 0.3億円 17.5億円 9.6億円 3.5億円

事業着手時
24.5 億円 0.3億円 12.3億円 6.7億円

4.4億円
（令和5年度)

※事業費増加度(重点評価実施基準 指標４)

再評価時事業費 事業着手時事業費 事業着手時事業費 42.9

かぶくりぬま
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： 区画計画の変更等に伴う事業量変更により2.6億円の増額、揚排水機場

の工法変更等により5.5億円の減額となった。また、物価変動等により10.9

億円の増額となっており、全体で8.0億円の増額となった。

：

た。また、物価変動等により1.2億円の増額となっており、全体で1.1億円の

増額となった。

○事業費増減対照表

事

業

の

概

要

【事業費の変更状況とその要因】

物価変動等により12.8億円の増額となったが、工法変更及び事業量変更等の計画内容の変更によ

り2.3億円を減額し、全体で10.5億円の増額となった。

○ 区 画 整 理 工

○ 暗 渠 排 水 工 施工面積の増により0.4億円の増額、工法変更により0.5億円の減額となっ

事業着手時 再 評 価 時 増 減

変更の主な理由

本工事費
84.9% 85.4% 86.7%

20.8億円 29.9億円 +9.1億円

（平成23年度) （令和5年度)

事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

+8.0億円

【事業量変更】
2.6億円の増額
【工法変更】
5.5億円の減額
【物価変動等】
10.9億円の増額

区画整理工 146.5ha 19.3億円 146.5ha 27.3億円 一式

+1.1億円

【事業量変更】
0.4億円の増額
【工法変更】
0.5億円の減額
【物価変動等】
1.2億円の増額

測量及び試験費 一式

4.9%

一式

6.6%

一式

10.5%
【事業量変更】
1.0億円の増額
【物価変動等】
0.1億円の増額

暗渠排水工 100.1ha 1.5億円 125.0ha 2.6億円 24.9ha

1.2億円 2.3億円 +1.1億円

用地費及び補償費 一式

1.2%

一式

0.9%

一式

0.0%
【事業量変更】
0.1億円の増額
【物価変動等】
0.1億円の減額0.3億円 0.3億円 -

その他工事費等 一式

9.0%

一式

7.1%

一式

2.8%

【事業量変更】
0.1億円の増額
【工法変更】
0.5億円の減額
【物価変動等】
0.7億円の増額

2.2億円 2.5億円 +0.3億円

合 計
100% 100% 100%

24.5億円 35.0億円 +10.5億円

※ 「物価変動等」には、請負差金、ｺｽﾄ縮減が含まれる。

※ 「その他工事費等」には、換地費、工事雑費、事務的経費が含まれる。
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○計画変更は土地改良法に基づく事業計画の変更を示す。

○再評価時の完成予定年度は、令和２年度の計画変更時に見直したもの。

※事業停滞年数(重点評価実施基準 指標１)＝ 年

＝

○進捗率

令和 年度までの ※ （ ）：前回再評価時

( ) ( ) ( ) ( )

億円 ％ 億円 ％

※事業工程乖離度(重点評価基準 指標２)

＝（累加投資事業費 現全体事業費 ）－（ 累計年単純割額 現全体事業費 ）

＝（ ） ）

＝

再 評 価 時

（平成 23 年度） （令和 5 年度）

事業の進捗状況 規則第24条第1号関係

○事業期間

事 業 着 手 時

23 年度

用地買収着手予定年度 H. － 年度 用地買収着手(予定)年度 H. － 年度

事 業 採 択 予 定 年 度 H. 23 年度 事 業 採 択 年 度 H.

計 画 変 更 実 施 年 度 R. 3 年度

24 年度

計 画 変 更 実 施 年 度 R. 2 年度

工 事 着 手 予 定 年 度 H. 23 年度 工 事 着 手 年 度 H.

4

事業費 進捗率 内用地費 進捗率

6 年度

－

完 成 予 定 年 度 H. 29 年度 完 成 予 定 年 度 R.

※事業工期延伸度(重点評価実施基準 指標３)＝（変更後予定事業期間）／（当初予定事業期間）

66.7

／ ／

及び補償費

－ － － －

32.9億円 ／ 35.0億円 ）－（（ 35.0億円 ／

32.9 94.0 0.2

14年 × 12年 ／ 35.0億円

事

業

の

概

要

％

【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】

本地区は南側一帯が埋蔵文化財区域に近接しており、発掘調査業務(大崎市教育委員会へ委託H27～
H28、R3～R5)や、これに係る工事立会が必要となった。また、ほ場整備区域内に著しく軟弱な基礎地盤が
出現し営農に支障を来すため、暗渠排水工が追加となった。加えて施行区域が「鳥獣の保護及び管理並
びに狩猟の適正化に関する法律第29条1項」による特別保護区に指定されているため、渡り鳥飛来時期に
おいては、早朝及び夕暮れ時の工事休止、低騒音対策された重機による施行等、渡り鳥に配慮した工程を
組む必要があり、時間的制約があった。
さらに、東日本大震災の影響で沿岸部の復旧・復興事業が集中的に実施され、予算及び人員の重点配

分がなされたため当地区を含めた内陸部の事業地区の進捗が全体的に遅延し、その後も平成27年9月の
関東・東北豪雨や令和元年東日本台風による浸水被害などにより復旧対応が生じたことから、事業進捗に
影響を受け、工事の遅れが生じたものの事業完了に向けて進めている。

94.0 － 85.7 ＝ 8.3

2.00
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・

・

・

事

業

の

概

要

【今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後掲）】

主要な区画整理工（面積146.5ｈａ）は令和2年度に完了し営農可能な状況であり、残る暗渠排水工
（A=12.1ha）及び排水路改修（L=1.0km）も既に着手しており、令和6年度までに事業完了となる見込みであ
る。

施設管理の予定・管理状況

供用が開始された施設、及び今後整備される施設は下記区分において、市・土地改良区及び農家がそれ
ぞれ維持管理を行っている。

農道は、大崎市が砂利補修等の管理を行っている。

用排水機場及び用排水路は、旧迫川右岸土地改良区が管理を行っている。

農地、暗渠排水施設及び道路・水路の草刈り等の維持管理は各農家が行っている。

大豆 - 6.4 5.3 +6.4

R4 計画(R10) 増減(R4-H23)

水稲 88.5 96.9 86.6 -

種別＼年度 H23

飼料用米 - 29.4 17.0 +29.4

ねぎ 0.1 - - ▲ 0.1

牧草 7.6 8.6 13.8 1.0

ﾎ-ﾙｸﾛｯﾌﾟｻｲﾚ-ｼﾞ - 4.9 22.3 4.9

調整水田 7.0 - - ▲ 7.0

0.3 1.5かぼちゃ 0.1 0.2

合 計 149.9 146.5 146.5 ▲ 3.4

自己保全管理 46.6 - - ▲ 46.6

※ 本地区は水稲単作を主体としながら、一部では畜産を組み合わせた複合経営を展開している。また、蕪
栗沼周辺水田としてラムサール条約湿地に登録されており、マガンを始めとする渡り鳥との共存を図るた
め、ふゆみず田んぼ（冬期湛水水田）等の環境保全型農業に取り組んでいる。

事

業

の

必

要

性

上 位 計 画 等

・みやぎ農業農村整備基本計画（令和3年度改訂）
・大崎市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン（令和4年度）
・農業振興地域整備計画（大崎市：平成28年指定）
本地区は、みやぎ農業農村整備基本計画（令和３年度改訂）で掲げる基本項目「人口減少下で持続的に

発展する農業の振興（儲ける農業）」の関連事業に位置づけられるなど、近年高齢化等により農業従事者数
が年々減少していく状況への打開策として、農地の集積・高度利用に資する取組であることに加え、世界農
業遺産である大崎耕土全体としてのブランド化推進への地元の期待も高いことから、早期完成に向けて引き
続き推進していく必要がある。

事業を巡る社会経済情勢等 規則第24条第２号関係

○社会経済情勢

米価が低迷し生産コストの一層の削減が求められていることや、農家の高齢化、後継者不足により、担い
手への農地の集積・集約化の推進が必要となっている。また、従来の米中心の営農体系から大豆、麦等の
土地利用型作物の安定的な作付けを行うためにも、水田の大区画化及び汎用化を図る必要があり事業に
対する要望が強い。

作付状況（耕地面積）（単位：ha）
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これまでの事業実施により、次のような効果が発現している。

（ ）内は認定農業者数

・ 担い手への農地集積率は、84.1％で目標に対して116％の達成となっている。（表1）

・ 担い手は、育成目標を達成しており、育成が図られている。認定農業者数は91％達成。（表2）

・ 農家の状況は、個別経営農家から作業委託農家へ移行し、担い手に集積が図られている。（表3）

事

業

の

必

要

性

○地元情勢、地元の意見

本地区は、広大で肥沃な沖積平野が広がり、先人から継承された巧みな水管理は、「大崎耕土」と称さ
れる豊穣の大地を築き、2017年に世界農業遺産として認定された。「ササニシキ」、「ひとめぼれ」発祥の地
でもあり、良質米を生産する宮城県最大の穀倉地帯である。
大崎市では、「大崎市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン」を策定し、主食用米のほか、大豆・麦等

の土地利用型作物の作付拡大や野菜等高収益作物の導入、また子実用とうもろこしの大規模導入による労
働力軽減等の省力化やブランド力の向上を図る取り組みを推進している。近年、高齢化等により農業従事
者が年々減少していく状況下において、担い手への農地集積・集約化により、地域の安定かつ特色ある水
田農業を確立するため、早期に地区全体の整備がなされるよう強く求められている。
また、地域では、「多面的機能直接支払交付金」にも積極的に取り組み、共同活動による維持管理を担う

ことで担い手支援に向けた取り組みを行っている。

事

業

の

有

効

性

事 業 効 果

○効果の発現状況

・

・ 大区画ほ場と支線道路等の整備により、大型機械の活用と農作業の効率化が図られている。また、次のと
おり、担い手への農地集積によっても農作業の効率化が図られ、農業機械の保有台数が減少し経費節
減が図られている。

・
農業機械の保有状況は、担い手の農地集積とともに個別経営農家が機械更新を控えたことなどにより、
個別所有が減少し機械経費の減少につながっている。（表4）

・
調整水田や自己保全管理は無くなり、水稲や飼料用米の作付け面積が増えており、今後は大豆への展
開を計画しており水田の有効利用が図られている。（Ｐ5作付状況）

表１ 農地集積状況

種別＼年度 H23 R4 計画(R10) 達成率

地区内農地面積ha ① 149.9 146.5 146.5

農地集積面積ha ② 23.1 123.2 106.4

農地集積率％ 15.4 84.1 72.6 116%

区画整備率％ 0.0 100.0 100.0

担い手総計①＋②＋③＋⑤ 12 (6) 11 (10) 11 (11) 100%

注：農地集約面積＝（個別担い手＋生産法人＋生産組織）の経営農地面積
農地集積率＝農地集約面積／地区内農地面積
区画整備率＝工事終了面積／地区内農地面積

表２ 担い手育成状況（単位：戸、経営体、人）

種別＼年度 H23 R4 計画(R10)

個別担い手数① 10 (5) 9 (9)

生産組織数③ 1 -

オペレーター数④ 5 (-) - (-) - (-)

9 (9)

生産法人数② 1 (1) 1 (1) 2 (2)

オペレーター数⑥ - (-) 5 (-) - (-)

集落営農組織数⑤ - 1 -

認定農業者数①＋②＋④＋⑥ (6) (10) (11)

○促進計画書（大崎市作成）に基づく効果・達成状況

91%

-

R4/計画(R10)

ほ場（50a～1ha）の大区画化と用排水路の分離改修により、効率的な水管理や維持管理軽減が図られている。
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※

事

業

の

有

効

性

表３ 農家戸数状況（単位：戸）

種別＼年度 H23 R4 計画(R10)

担い手農家 11

-

10 11

個別経営農家 123 53 59

生産組織オペレーター農家 - 5 -

66 59

自家消費農家 - - -

委託農家 -

歩４～６条 12 2

計 94

離農農家 - -

56 34

-

表４ 農業機械所有状況（単位：台）

種別＼年度 H23 R4 計画(R10)

計 134 134

トラク
ター

～24ps 58 18 10

35～54ps 16 19 20

計 121 61 50

25～34ps 40 15 10

-

55～84ps 7 9 10

コンバ
イン

バインダー(２条) 36 6 -

自脱３条 23 13 11

自脱４条 16 9 8

自脱２条 - - -

計 84 40 32 -

自脱５条 9 12 13

▲ 44

農協、農業委員会等が担い手への農地集積を図るとともに、農業機械の効率的利用に協力するよう
巡回指導を行っている。

○想定される事業効果

本事業では、農地の集積・集約化を図り、機械の共同利用による生産コストの低減と有効な土地利用を目
指した転作作物の導入を実施するため、事業の計画段階から現在に至るまで推進委員会を設立し調整を
行っており地域の担い手も目標どおり育成されてきている。令和2年度で区画整理が完了し、また暗渠排水
も令和6年度までに完了する見込みであることから、上記、表1～4に記載された目標値（大崎市促進計画書
のＲ10目標値）に向け効率的で安定的な地域農業が確立されることが期待される。
また、ラムサール条約指定湿地区域に隣接する蕪栗沼周辺では、地域で冬期湛水に取り組むことで、渡り

鳥の休息地として活用されていて、ほ場整備によりその機能が維持されている。

2 3

田植機

-

乗６条 30

乗４～５条 26 13 10

▲ 10

▲ 13

▲ 22

2

▲ 43

▲ 25

3

2

▲ 60

▲ 30

0

▲ 10

▲ 7

3

※H23年度の数値は、ほ場整
備前（促進計画書）

増減(R4-H23)

129

土地持ち非農家 - -

▲ 40

(参考)

R3担い手分

51 43 -

乗８条～ -
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（単位：千円）

：

事

業

の

効

率

性

関連事業の概要・進捗状況等

関連事業なし

区画整理工 排水路工 施設計画を見直し（用水機場及び排水機場の一本化） ▲ 65,000

したことにより縮減を図った。

代替案との比較検討 規則第24条第3号関係

農業競争力強化基盤整備事業は、土地改良法に基づき県営事業として地域から申請された事業であり、
地域に代わって県が事業を実施している。
当事業は農作業の効率化を阻害している小区画水田及び狭い耕作道、土水路で狭小な用排水路を一体

的に整備することにより水田の生産性を向上させ、同時に担い手農家を育成・確保することによって、効率
的で安定的な地域農業の確立ができるものとして実施していることから、代替案はない。

コスト縮減計画 規則第24条第4号関係

工 種 主なコスト縮減の要因 コスト縮減額

(排水施設)

事務的経費 上記に伴う縮減 ▲ 3,000

計 ▲ 68,000

15



（単位：千円）

※ 残事業費の各効果項目については、各主要工種の残事業費率により算定している。

【便益の概要、主な算出根拠等】

・転作率の変更及び導入作物の変更による効果発生面積の変更

・基準年度の変更により現在価値化算定結果の変更

・単価及び係数等の変更

・国（農林水産省）の効果算定方法の改正により国産農産物安定供給効果の追加

工事期間＋40 年

社会的割引率： 4.0 ％

便益算定期間： 54 年

区 分

事業着手時 再評価時

基準年 (平成２２年) 基準年 (事業計画変更 令和４年)

<全体> ＜全体＞ ＜残事業＞

費

用

項

目

建設費 1,997,836 4,026,799 82,223

維持管理費 - - -

総費用 1,997,836 4,026,799 82,223

現在価値（Ｃ） 2,215,097 4,461,855 112,994

：土地改良事業の実施により農用地や水利条件の改良等がなされることに伴って、

その受益地域において維持・向上するとみなされる国産農産物の安定供給に対

101,618 50,613 1,835

総便益 207,977 199,612

国産農産物安定供給効果 - 10,387 376

5,255

維持管理費節減効果 ▲ 8,491

1.63

国産農産物安定供給効果

便

益

項

目

作物生産効果

3,679,835

：区画整理により作物生産に要する経費が節減される効果

現在価値化(Ｂ)

22 1

営農経費節減効果 114,840 144,922

▲ 6,332 ▲ 229

耕作放棄防止効果 10

【事業着手時との違いの要因】

して国民が感じる安心感の効果

事

業

の

効

率

性

費用対効果 規則第24条第5号関係

根拠マニュアル：

(事業着手時) 新たな土地改良の効果算定マニュアル【農林水産省農村振興局企画部】平成19年9月

(再評価時) ［改訂版］新たな土地改良の効果算定マニュアル

【農林水産省農村振興局整備部】平成27年9月

7,238

5,097,611 184,836

費用便益比(Ｂ／Ｃ) 1.66 1.14

作物生産効果

営農経費節減効果

維持管理費節減効果

耕作放棄防止効果

効

果

項

目

：維持管理に係る経費が節減される効果

：土地改良施設の更新に伴って耕作放棄の発生が防止される効果

：農産物を量的に増加させる効果及び作物生産が維持される効果

16



対応方針 

総
合
評
価

事業継続

地区内では、昆虫類ではアメリカザリガニ、アメンボなど、魚貝類ではドジョウ、ナマズ、メダカなど、両生類
ではニホンアカガエル、トウキョウダルマガエルなど多種にわたる生物が確認されているほか、植物もイボク
サ、マコモ、ショウブなど209種が確認されており自然豊かな生態系を成している。また、冬期には、マガン等
渡り鳥が飛来し、日中の採食地や一部夜間のねぐらとしても利用されており、地区内では冬期間水田に湛水
させマガン等の休息場所として活用できる環境を作り出すため冬期湛水水田（ふゆみず田んぼ）への取り組
みが行われている。地域では、化学肥料や農薬の使用量を宮城県における慣行栽培の５割以下に削減する
営農に取り組んでおり、水生生物等の生息環境に配慮した稲作を展開している。
本事業では、地区内で分散して行われている冬期湛水水田の取り組みを環境配慮区域として一箇所に集

積し団地化することで、渡り鳥の生息環境を配慮するとともに、排水路を土水路として整備することでメダカ等
の魚貝類や両生類の生息にも配慮している。
また、施行区域が「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第29条1項」による特別保護区

に指定されているため、渡り鳥飛来時期においては、早朝及び夕暮れ時の工事休止、低騒音対策された重
機による施行等、渡り鳥に配慮した工程を組むことで環境への影響を最小限にとどめている。

環

境

へ

の

影

響

と

対

策

地域指定状況等

影響と対策

本地区は、平成17年に地区北側に位置する蕪栗沼とともにその周辺水田としてラムサール条約湿地に登録
されている。また、大崎市が策定する「田園環境マスタープラン（平成20年4月）」においても、環境配慮区域と
なっており、工事の実施にあたり環境に与える影響の緩和を図るなど、環境との調和に配慮する地区として位
置づけている。
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項 目 H23 H24 H25 H26 H2７ H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

： 事業着手時

： 再評価時

事

業

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

表

区画整理工
(付帯工
含む)

暗渠排水工

測量及び
試験費

用地費及び
補償費

換 地

18



位

置

　
図

縮尺1/50,000

県 内 位 置 図

洋

平

福島県

岩手県秋田県

太

角田市
白石市

刈
田
郡

柴田郡 名取市

石巻市

栗原市

登米市

加美郡

山

形
県

伊具郡

宮

城
県

大崎市

気仙沼市

本吉郡

牡鹿郡

富谷市

黒川郡

宮城郡

多賀城市仙台市
塩釜市

岩沼市

亘
理
郡

東松島市

遠田郡

農業競争力強化基盤整備事業　蕪栗沼地区　

施行場所：大崎市田尻蕪栗地内

施 行 区 域

事 業 区 域

凡　 　例

[区画整理]

受益面積 A=146.5ha
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事業概要図（参考資料１）

事業名 施行地名農業競争力強化基盤整備事業

蕪栗沼地区 平面図

大崎市田尻蕪栗地内
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3.17
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2.65
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野 谷 地 橋
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山

田

川

2

3

1

牛 ヶ埣 機 関
場 枝 線

１１

6.61

6.9

6.93
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7.28
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4.39
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8
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8.0

7.9

6.8

1.4

2.3

7.8

3.3
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7.7

7.9

2.8

2.4

3.9

4.37
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2.84

3.26

2.30

2.96

2.74

2.53

4.28

4.18

3.07

2.75

2.06

3.02

1.78

3.53

3.19

3.05

3.12

3.14

0.18

6 . 5 5 1

2.86

主

要

地

方

道

萱

刈

川

伸 萠 中

伸 萠 西

3

4

4

3

3

5

7

7

5 6

5

7

5

8

5

３９

右４

蕪 栗
８４

伸 萠 枝 線

（ビ）

（ビ）

（ビ）

１８
－ Ａ

６８

１９

蕪 栗６９

伸 萠 枝 線

４０

右 ５

蕪 栗 ８４

伸
萠 枝 線

6.35

5.60

5.70

5.91

5.88

8.7

8.7

8.7

8.6

8.5

8.5

8.5

2.1

1.9

8.5

8.5

8.3

4.7

7.1

5.84

5.85

5.64

5.69

5.5

5.9

2.40

4.18

2.67

2.66

3.37
3.33

2.34

2.61

2.32

2.582.57

2.37 2.47

2.56

1.37

2.14

2.51

2.47

2.46

2.45

4.51

3.25

2.43

2.44

4.77

2.42

2.70

2.51

3.20

2.72

4.39

2.44

2.72

4.65

2.38

2.51

2.333.0
2

2.70

2.38

3.02

2.33

2.46

2.544.12

2.71
2.69

4.77

2.66

4.41

2.36

2.65

5 . 7 1 7

2.55

6.4

6.5

7.4
7.4

6.9

5.9

6.3

5.6

熊 野 堂

伸 萠 東

5

9

5

5

5

7

5

7
5

4

7

5

４４北 １西 ３

蕪 栗 支 線

（ビ）（ビ）

４４北 １
西 ２

蕪 栗 支 線

３／２／２

小 沢 田

伸 萠 支 線

８北３東３

８北 ３東 ２
 

８北 ３東
１  

伸 萠 支 線

5.50

6.91

6.2

5.4

7.33

7.02

6.82
5.23

5.31

5.64

6.98

7.01

6.91

7.6

7.3

7.3

7.5

7.8

7.7

2.9

5.3

5.5

5.9

2.71

2.70

3.52

2
.50
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1.99

4.12
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2.63

2.68

6 . 5 7 0

2.51

2.60

7.6

5.7

5.6

6.4

2.49

凡　　　　　例

事　　　　項設　色

縮尺　1/2,500

道 路

既 設 利 用 道 路

排 水 路

用 水 路

暗 渠 区 域

環 境 配 慮 区 域

区画整理(1ha以上)

区画整理(50a～1ha)

区画整理(50a～30a)

区画整理(畑)
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小排水路
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集水渠断面吸水渠断面

3
0
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6
0
0
～
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ベンチフリューム

小用水路

事業概要図（参考資料１）

事業名 施行地名農業競争力強化基盤整備事業 大崎市田尻蕪栗地内

標準区画割図 蕪栗沼地区

排水フリューム

1:
1.
2

1:
0.
5

1:1.2

1:0.5

H300×B300～H1400×B1200

300 300
300～1200

500 500

3
0
0

小排水路

3
0
0
～

1
4
0
0
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事業概要図（参考資料１）

事業名 施行地名農業競争力強化基盤整備事業 大崎市田尻蕪栗地内

区画整理年度別実施図

蕪栗沼地区

凡　　　　例

設　色 施工年度 施工面積
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5.84

5.85

5.64

5.69

5.5

5.9

2.40

4.18

2.67

2.66

3.37
3.33

2.34

2.61

2.32

2.582.57

2.37 2.47

2.56

1.37

2.14

2.51

2.47

2.46

2.45

4.51

3.25

2.43

2.44

4.77

2.42

2.70

2.51

3.20

2.72

4.39

2.44

2.72

4.65

2.38

2.51

2.333.0
2

2.70

2.38

3.02

2.33

2.46

2.544.12

2.71
2.69

4.77

2.66

4.41

2.36

2.65

5 . 7 1 7

2.55

6.4

6.5

7.4
7.4

6.9

5.9

6.3

5.6

熊 野 堂

伸 萠 東

5

9

5

5

5

7

5

7
5

4

7

5

４４北 １西 ３

蕪 栗 支 線

（ビ）（ビ）

４４北 １
西 ２

蕪 栗 支 線

３／２／２

小 沢 田

伸 萠 支 線

８北３東３

８北 ３東 ２
 

８北 ３東
１  

伸 萠 支 線

5.50

6.91

6.2

5.4

7.33

7.02

6.82
5.23

5.31

5.64

6.98

7.01

6.91

7.6

7.3

7.3

7.5

7.8

7.7

2.9

5.3

5.5

5.9

2.71

2.70

3.52

2
.50

2.50

2.85

3.07

1.99

4.12

2.58

2.63

2.68

6 . 5 7 0

2.51

2.60

7.6

5.7

5.6

6.4

2.49
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農業競争力強化基盤整備事業 施行地名

全景（現況：区画整理前）

全景（区画整理後）

大崎市田尻蕪栗地内

　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名

（参考資料２）
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農業競争力強化基盤整備事業 施行地名

大区画ほ場（区画整理前）

大区画ほ場（区画整理後）

大崎市田尻蕪栗地内事業名

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等
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農業競争力強化基盤整備事業 施行地名

基幹的施設（伸萠排水機場）(整備後)

大区画ほ場（区画整理後）

（参考資料２）

事業名

　事業施行状況等

大崎市田尻蕪栗地内
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農業競争力強化基盤整備事業 施行地名

支線道路（区画整理後）

用水路工（区画整理後）

（参考資料２）

事業名

　事業施行状況等

大崎市田尻蕪栗地内
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農業競争力強化基盤整備事業 施行地名

排水路工（区画整理後）

暗渠排水工（区画整理後）

　事業施行状況等

大崎市田尻蕪栗地内

（参考資料２）

事業名
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農業競争力強化基盤整備事業 施行地名

田植え状況（乗用８条）

稲刈り状況（自脱型コンバイン）

大崎市田尻蕪栗地内

　事業施行状況等（参考資料２）

事業名
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農業競争力強化基盤整備事業 施行地名

大豆刈り取り状況

ふゆみず田んぼ（冬期湛水水田）

（参考資料２）

事業名

　　　　　　　　　　　事業施行状況等

大崎市田尻蕪栗地内
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農業競争力強化基盤整備事業 施行地名

維持管理状況（峰沼環境保全会）

維持管理状況（峰沼環境保全会　水路草刈り）

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

大崎市田尻蕪栗地内事業名
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（参考資料4） 

① 食料の安定供給の確保に関する効果

ア）作物生産効果（農産物を量的に増加させる効果）

 作物生産効果＝生産増減量(計画生産量－現況生産量)×作物単価

＝

＝

＝ 千円

（作物生産効果算定面積）

・事業ありせば効果額

・事業なかりせば効果額

イ）営農経費節減効果(区画整理により作物生産に要する費用が節減される効果)

 営農経費節減効果＝(現況単位面積当たり営農経費－計画単位面積当たり営農経費)×効果発生面積

＝

＝

＝ 千円

表

かぼ ちゃ 1.5 1 1.5 かぼ ちゃ 作付増

かぼ ちゃ 作付減

作 付 率 作付面積

作付減

調整水田 6.8 ▲6.8 

 

水 稲 86.1 59 86.1 59 

事業なかりせば効果額

6,546 ＋ 44,067

0.0 ha

計

（畑）

（田）

16.8 

かぼ ちゃ

牧 草 7.4 5 表

145.9 64 145.9 64 0.0 

水 稲

調整水田 6.8 

計

自己保全管理 45.4 -       

水管理改良

7.4 5 -       

44,067 

（ha） （％） （ha） （％） （ha）

0.1 0 0.1 0 -       

千円

145.9 ha 145.9 ha

計 145.9 64 145.5 100 ▲0.4 

地目 田 作 物 名 効果要因 効果額

6,546 

本地面積
現　　　況 計　　　画 増　減

194 

（畑）

自己保全管理 45.4 ▲45.4 

（ha） （％） （ha） （％） （ha）

（田）

▲17 

水 稲 86.1 

作付面積

▲16 かぼ ちゃ 0.1 0 ▲0.1 

59 86.1 59 -       水 稲 水管理改良 3,213 

飼料 用米

（田）

作 付 率 作付面積

効果要因 効果額

3,172 

12 16.8 

湿害防止

現　　　況 計　　　画 増　減 千円

145.9 ha 145.5 ha ▲0.4 ha

費用対効果分析算定結果

50,613

地目 田・畑 作 物 名

事業ありせば効果額 ＋

牧 草 7.4 5 13.7 9 6.3 牧 草

大 豆  5.3 4 5.3 

作物名

本地面積

ﾎ－ﾙｸﾛｯﾌﾟｻｲﾚ-ｼﾞ  22.1 15 22.1 

ね ぎ 0.1 0  ▲0.1 ね ぎ

ね ぎ 0.1 0 0.1 0 -       

作物名
作付面積 作 付 率 作付面積 作 付 率 作付面積

-       

（田）

148,092 ＋ ▲ 3,170

144,922

44,067 

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額

計

6.8 -       

45.4 

※作物生産効果算定面積は、本地面積により算定している。
　本地面積：耕地面積から畦畔面積を除いたもの
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（参考資料4） 費用対効果分析算定結果

ウ）維持管理費節減効果(維持管理費が節減される効果)

 維持管理費節減効果＝現況維持管理費－計画維持管理費

＝

＝

＝ 千円

小 計（ア＋イ＋ウ）＝ 千円

② 農業の持続的発展に関する効果

ア）耕作放棄防止効果（耕作放棄の発生が防止され作物生産や多面的効果が維持される効果）

 耕作放棄防止効果＝作物生産に係る効果＋多面的機能に係る効果

＝

＝

＝ 千円

③ その他効果

ア）国産農産物安定供給効果（国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果）

 国産農産物安定供給効果＝年増加粗収益額×単位食料生産額当たり効果額

＝

＝

＝ 千円

計（ 農業生産に係る効果　①＋②＋③） 千円

＋ 6,020

10,387

＋ 事業なかりせば効果額

＋

▲ 6,332

7,768

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額

4,367

22

総 費 用 総 便 益 比 ＝
総便益額･････⑤

＝
5,097,611

＝ 1.14 ＞

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額

22 ＋ 0

＝

▲ 14,100

189,203

事業ありせば効果額

年 効 果 額

①

 ア） 50,613 千円

 イ） 144,922 千円

 ウ） ▲ 6,332 千円

効　　果　　名

作 物 生 産 効 果

営 農 経 費 節 減 効 果

維持管理費節減効果

4,461,855 千円 ･･･････④

年総効果（便益）額 ＝ 199,612 千円

②  ア） 22 千円

総費用(現在価値化) ＝ 当該事業による費用 ＋ その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費）

＝

199,612 千円

耕 作 放 棄 防 止 効 果
国産農産物安定供給効果

合　　　　　計

1.0
総 費 用･････④ 4,461,855

199,612

③  ア） 10,387 千円

評　 価　 期　 間 ＝ 54 年 （ 当該事業の工事期間 14年 ＋ 40年 ）

割　　　引　　　率 ＝ 0.04

総便益額(現在価値化) ＝ 5,097,611 千円 ･･･････⑤

＝ 4,026,799 ＋ 435,056
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・

・

なし

% % % %

[ % ] [ % ] [ % ] [ % ]

※[ ]は､再評価時の負担割合とする。

評 価 結 果

作 成 年 月 日 令和 6 年

事業主体

頭 首 工 N＝ 1 か所

土地改良法

事業目的

事業内容

宮 城 県

施行地名
しばたぐんおおかわらまち

管理主体
柴田町

柴田郡大河原町 【位置図後掲】 柴田町土地改良区

事 業 名
水利施設等整備事業
（基幹水利施設保全型）

年度)

2 月 6 日

事 業 担 当 課 農村整備課

(柴田
しばた

地区) 補助・単独の別 補助

本地域は、昭和21年から昭和26年にかけて国営附帯県営かんがい排水事業槻木外三町二ケ村地区により
韮神（にらかみ）頭首工を築造したが、昭和42年の融雪災害により全壊した。災害復旧事業にて韮神頭首工は
原形復旧し現在に至っているが、昭和62年にも豪雨災害にて扉体や油圧装置が被災し復旧している。
昭和42年から50年以上が経過し設備の耐用年数が過ぎ、扉体やゲート設備及び油圧設備において経年劣

化に伴う機能低下が懸念され、取水機能が失われた場合の被害は甚大である。
機能診断調査の結果、ゲート設備・油圧設備の老朽化が著しく、油圧ユニットや電気設備に重大な故障や損

傷等が発生した場合、転倒堰の操作が不能になり、用水の安定供給に支障を及ぼす恐れがある。また降雨時
にゲートが転倒しない場合、河川の流下に重大な影響をおよぼす恐れがあることから、施設の整備補修が急務
となっている。
よって本事業により、施設の機能保全対策を実施し施設全体の機能維持を図るものである。

根拠法令

事

業

の

概

要 50 25 10

事 業 費

補 償 費 15

費 用 負 担 内 訳

市町村

(農家)

1.9億円

再 評 価 時

0.8億円 0.6億円

26

事業着手時

50 29 14 7

(平成

頭 首 工 N＝ 1 か所

(令和 5 年度)

その他

【事業内容の変更状況とその要因】

全 体 事 業 費

内用地費

及 び

国 県

事業着手時
4.1 億円 0.0億円

（令和5年度)

1.2億円 0.4億円 0.6億円
（平成26年度)

再評価時
6.4 億円 0.1億円 3.0億円 2.0億円
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＝（ － ） ／ ＝

＝（ － ） ／ ＝ ％

【事業費の変更状況とその要因】

○測量試験費：

○用地買収補償費：

○事業費増減対照表

9.4%

0.6億円

1.5%

2.3億円

4.1億円 56.10

取水ゲート整備の実施にあたり、資材を置くスペースが近隣になかったため、隣接す
る公園に仮設ヤードを設置する必要が生じ、公園内の立木補償及び電柱移設費が
増となった。

78.3%

1.8億円

- 1.8億円

4.1億円

一式

一式

※ 「その他工事費等」には、工事雑費、事務費が含まれる。

100%

一式

100%

0.1億円

0.3億円

0.0% 4.3%

0.1億円

6.4億円

一式

13.0%

0.3億円

一式

4.4%

0.1億円

4.7%

一式

7.3%

一式一式

一式

事業量 事業費

100%

事業実施計画の見直しにより、工法変更で0.7億円の増額、物価変動等で1.6億円の増額となって
おり、全体額が2.3億円の増額となった。

変更の主な理由

3.6億円 1か所 5.4億円

事業着手時

事業量 事業費

再評価時

（令和5年度)

1か所

（平成26年度)

3.6億円 5.4億円

84.4%

事

業

の

概

要

※事業費増加度(重点評価実施基準 指標４)

再評価時事業費 事業着手時事業費 事業着手時事業費

6.4億円 4.1億円

合 計

0.2億円

※ 「物価変動等」には、請負差金、ｺｽﾄ縮減が含まれる。

0.3億円

4.9%

頭首工

事 業 費

87.8%

事業量 事業費

河川協議の結果、取水ゲートを原位置から河川側に前出しする構造での更新とな
り、土木工事の追加（樋管の増設）により工事費が増となった。

本工事費

○韮神頭首工：

河川協議の結果、洪水吐の施工にかかる仮設工事の見直し（仮設道路・仮締切工
等）が必要となり、工事費が増となった。

河川協議に伴う工法検討、仮設工事の再検討を実施するにあたり、追加詳細調査
が必要となり、測量試験費が増となった。

増 減
(再評価時－事

業着手時)

その他工事費等

用地費及び補償費

測量及び試験費

(物価変動等)
1.5億円の増額。
(工法変更）
0.3億円の増額。

（工法変更）
0.3億円の増額。

（工法変更）
0.1億円の増額。

(物価変動等)
0.1億円の増額。
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○計画変更は土地改良法に基づく事業計画の変更を示す。

○再評価時の完成予定年度は、今回再評価算定時に際し見直したもの。

※事業停滞年数(重点評価実施基準 指標１)＝ 年

※事業工期延伸度(重点評価実施基準 指標３)＝（変更後予定事業期間）／（当初予定事業期間）

○進捗率

令和 年度までの ※ （ ） ： 前回再評価時

（ ） （ ） （ ） （ ）

億円 ％ 億円 ％

※事業工程乖離度(重点評価基準 指標２)

＝（累加投資事業費 ／ 現全体事業費 ）－（ ／ 現全体事業費）

＝（ ／ ）－（ × ／ ）

＝

・ 頭首工の操作管理は、柴田町土地改良区が行っている。

3.1 48.3

3.1億円

48.3 － 81.8

【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】

【今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後揭）】

施設管理の予定・管理状況

施設管理については土地改良法手続き上で予定管理者が決められており、事業に係わる供用が開始され
ている取水ゲートや土砂吐ゲート及び今後整備される施設は、柴田町が維持管理を行う。

▲ 33.5 ％

6.4億円9

＝

0.1 100.0

6.4億円

R. 6 年度

及び補償費

累計年単純割額

6.4億円 ／ 11

－

30 年度

完 成 予 定 年 度 完 成 予 定 年 度

－ － －

事業費 進捗率 内用地費

－

H. 29 年度

進捗率

4

26

事

業

の

概

要

事 業 採 択 予 定 年 度

工 事 着 手 予 定 年 度 H. 26 年度 工 事 着 手 年 度

年度） （平成

計 画 変 更 実 施 年 度

H. 26 年度 事 業 採 択 年 度 H. 26 年度

H.

工事の進捗は、取水ゲート及び土砂吐ゲートが完成し、洪水吐ゲート及び建屋が未完成（R6年度完成
予定）となっている。
今後、頭首工完成に向け関係機関と調整を図りながら、計画どおりに工事の進捗を図りたい。

5 年度）（平成

事業の進捗状況 規則第24条第1号関係

○事業期間

事業着手時 再評価時

＝ 2.75

26 年度H.

頭首工の整備は、河川内工事のため関係機関との協議（河川・観光・漁協）に伴い、整備内容の見直
し（取水工）・仮設計画及び施工時期が制限された。
施工時期の制限については、通常、非洪水期（１１月から５月まで）での施工となるが、本施工箇所は

「一目千本桜」として県内有数の桜の名所であるため、花見シーズンが始まる前の３月には工事を完了
し、全ての重機を撤去する必要が生じた。
また、東日本大震災の影響（宮城県震災復興 発展期１年目）で現場技術者が不足していたこともあり、

平成29年度工事（取水ゲート・土砂吐ゲート）において４回の入札不調により、発注内容の見直し（取水
ゲートのみに内容を見直した）など調整に不足の日数を要し、事業の進捗に影響を受け工事の遅れが生
じたものの、事業完了に向け進めている。
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供用状況（Ｒ４まで）

・洪水吐ゲート Ｎ ＝ ０門／ ４門 （Ｒ５～Ｒ６実施予定）

・土砂吐ゲート Ｎ ＝ １門／ １門 （Ｒ４完了）

・取水ゲート Ｎ ＝ ２門／ ２門 （Ｒ１完了）

・油圧機器･操作盤 Ｎ ＝ １式／ １式 （Ｒ４完了）

・建屋工 Ｎ ＝ ０式／ １式 （Ｒ６実施予定）

本事業により現施設の更新・整備を行うことで、農業用水が安定的に供給され、取水区域における農
産物の品質及び収益の安定化等の効果が期待される。
また、ゲート設備及び油圧設備において、機能が回復することで農業関係者の負担が軽減され、維持

管理費の節減及び河川工作物として治水上の安全性も図られる。

○地元情勢、地元の意見

上 位 計 画 等

・みやぎ農業農村整備基本計画（令和3年度改訂）
・柴田町地域水田農業ビジョン（平成16年度策定）
・農業振興地域整備計画（柴田町：昭和46年指定）
本地区は、みやぎ農業農村整備基本計画（令和３年度改訂）で掲げる基本項目「自然災害に対応した

農村地域の防災・減災対策の強化（強靱な農業・農村）」の関連事業に位置づけられるている。昭和41年
の融雪災害や昭和62年の豪雨災害で頭首工が被災したことで用水の安定供給に支障を来した過去の
経験等も踏まえ、農業水利施設の機能を安定的に継続して発揮させるため、早期完成に向けて引き続
き推進していく必要がある。

事業を巡る社会経済情勢等

本地域は、都市近郊の優位性を活かし、昭和３０年代後半から農業構造改善事業やほ場整備事業に
取り組み、早い時期から水稲を基幹作物としながら花卉・野菜及び畜産等を取り入れた複合経営を推進
し、農業の近代化を積極的に図ってきた。
韮神頭首工の取水区域では、ほ場整備槻木地区を含む２地区が完了しており、現在は葉坂地区ほか

４地区を実施しており、用水末端等の圃場の条件整備を計画的に推進している。
地元関係者からは、事業効果の早期発現へ向けて期待が寄せられており、本事業地区の早期完成に

向けて引き続き推進していくこととしている。

規則第24条第２号関係

○社会経済情勢

水稲を基幹作物としながら花卉、野菜及び畜産等を取り入れた複合経営を推進し、農業の近代化を積
極的に行い、花卉・鉢花等の園芸作物は県内有数の産地として高い市場評価を得ている。

事

業

の

有

効

性

事 業 効 果

○効果の発現状況

事

業

の

必

要

性

○想定される事業効果
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○県営かんがい排水事業

○県営ほ整備事業

○団体営かんがい排水事業

○団体営基盤整備促進事業

四日市場地区 H11～H15 44ha 1.1億円 用水路 100%

区画の整理や道路と用排水路を整備し、汎用耕地による土地利用率の向上を図り、大型機械化営農
による生産性の向上を図る。

地区名 工期 受益面積 事業費 事業内容 進捗率

柴田地区 S39～S46 4.8億円 区画整理213ha

葉坂地区 H30～R6 37ha 11.3億円 区画整理 82%

H10～H19槻木地区

0%

受益面積 事業費

48ha 10.9億円 区画整理

0%

2%

進捗率事業内容

100%

用水路

事業内容 進捗率

関連事業の概要・進捗状況等

工期

地区名 工期 受益面積 事業費 事業内容 進捗率

受益面積 事業費地区名
事

業

の

効

率

性

代替案との比較検討 規則第24条第3号関係

水利施設整備事業は、既存施設の有効活用と施設の長寿命化を図ることを目的として地域から申請さ
れた事業で、地域に代わって県が事業を実施しており、残事業は、洪水吐ゲート及び建屋工の工事を残
すのみである。
以上のことにより、頭首工の整備はほぼ完了間近であり、当初事業計画より大幅な変更もなく実施され

ていることから、代替案はない。

富沢地区 S50～S53 74ha 0.9億円 揚水機場 100%

S21～S26
槻木外三町
二ヶ村地区

農地に安定した農業用水を供給するため、頭首工・用水路の新設・改修を行っている。

1,129ha 0.3億円 100%

県営の幹線用水路から末端水路の接続する支線用水路の新設・改修を行っている。

地区名 工期

区画整理

県営の幹線用水路から末端水路の接続する支線用水路の新設・改修を行っている。

船迫地区 R5～R13 57ha 22.7億円 区画整理

100%

富上地区 R3～R11 84ha 28.3億円 区画整理

入間田地区 R4～R12 77ha 28.0億円
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本事業は既存施設の有効活用を図るなど、コストの縮減について事業計画段階で

入念な検討を行っているため、新たにコスト縮減を図る余地がなく、既に頭首工の整

備がほぼ完了間近であることからコスト縮減計画はない。

工期＋評価期間40年

単位：千円

【便益の概要、主な算出根拠等】

国産農産物安定供給効果 - 17,137 5,025

- -

総便益 103,468

作物生産効果 ：農産物を量的に増加させる効果及び作物生産が維持される効果

2,126,144

営農経費節減効果 ：区画整理により作物生産に要する経費が節減される効果

維持管理費節減効果 ：維持管理に係る経費が節減される効果

1.09 1.47 2.32

【改訂版】新たな土地改良の効果算定マニュアル 【農林水産省農村振興局企画部】 （平成
27年9月）

費用対効果 規則第24条第5号関係

根拠マニュアル：

（事業着手時） 新たな土地改良の効果算定マニュアル 【農林水産省農村振興局企画部】 （平成19年6月）

総費用 1,160,164 1,153,030 301,400

費用便益比(Ｂ／Ｃ)

現在価値化(Ｂ)

-

基準年(Ｈ25年)

便益算定期間： 51

総合耐用年数： － 年

事業着手時 再評価時

社会的割引率：

（再評価時）

維持管理費 - - -

事

業

の

効

率

性

118,255 34,675

区 分

コスト縮減計画 規則第24条第4号関係

301,400

基準年(R4年)

4

現在価値（Ｃ） 1,948,569 2,463,383 459,206

便

益

項

目

作物生産効果 140,806 125,433 36,780

営農経費節減効果 ▲ 19,219 ▲ 13,484 ▲ 3,954

維持管理費節減効果 ▲ 18,119 ▲ 10,831

：土地改良事業の実施により農用地や水利条件の改良等がなされることに伴って、

その受益地域において維持・向上するとみなされる国産農産物の安定供給に対

<全体> ＜残事業＞

費

用

項

目

建設費 1,160,164 1,153,030

1,066,890

▲ 3,176

3,638,518

国産農産物安定供給
効果

※ 残事業の各効果項目については、各主要工種の残事業費率により算定している。

して国民が感じる安心感の効果

％

年

<全体>
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対応方針 

【事業着手時との違いの要因】

・転作率の変更及び導入作物の変更による効果発生面積の変更

・基準年度の変更により現在価値化算定結果の変更

・単価及び係数等の変更

・国（農林水産省）の効果算定方法の改正により国産農産物安定供給効果の追加

事業継続

総

合

評

価

事

業

の

効

率

性

地域指定状況等

柴田町の田園環境整備マスタープランにおいて、本地区は農業振興区域全域を範囲とする環境配慮
区域となっており、工事の実施にあたり環境に与える影響の緩和を図るなど、環境との調和に配慮する地
区として位置づけている。

影響と対策

費用対効果

環

境

へ

の

影

響

と

対

策

本地区は、一級河川白石川の大河原町と柴田町の町境に位置し、水をたたえた頭首工は、残雪の蔵王
を背景とした｢一目千本桜｣として、県内有数の桜の名所である。
そのため、通常は非洪水期（１１月から５月まで）での施工となるが、加えて、本施工箇所では花見シーズ

ンが始まる前の３月には工事を完了し、全ての重機を撤去する必要があり、５か月で完了する工事規模を
検討し、自然豊かな地域特性に配慮しながら事業進捗を図っている。
また、河川には小魚が多く生息し、事業で整備する頭首工には魚道が設置され、魚類のネットワークの確

保が図られている。なお、町の田園環境整備マスタープランに基づき、工事中に発生する濁水の下流への
流出を極力抑えたり、施工機種については低騒音型や低排出ガス対策型の建設機械を使用することで、
環境への影響を最小限にとどめている。
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H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

： 事業着手時

： 再評価時

事

業

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

表

洪水吐
ゲート

着 手 時

再評価時

土砂吐
ゲート

着 手 時

項 目

測量試験費
着 手 時

再評価時

補償費
着 手 時

再評価時

建屋工
着 手 時

再評価時

再評価時

取 水
ゲート

着 手 時

再評価時

油圧機器
･操作盤

着 手 時

再評価時
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荒川

A=512.2ha

新
槻
木
用
水
路

槻
木
用
水
路 旧

槻
木
用
水
路

水 利 施 設 整 備 事 業

（基幹水利施設保全型）
事 業 名 施 工 地 名 柴 田 郡 大 河 原 町

秋田県

山
形
県

福島県

岩手県

宮
城
県

太

平

仙台市

宮城郡

岩沼市

名取市

塩釜市

亘
理
郡

角田市

伊具郡

白石市

刈
田
郡

多賀城市

本
吉
郡

石巻市

登米市

東松島市
黒川郡

遠田郡

栗原市

気仙沼市

大崎市
加美郡

柴田郡

洋

牡鹿郡

県　内　位　置　図

大河原町東桜町

凡　　　　例

受  益  地

概要

韮神頭首工　整備補修工　１式

韮神頭首工

韮神頭首工 整備補修工 一式

受益面積 Ａ＝５１２．２ｈａ

韮神頭首工

槻
木
用
水
路 旧

槻
木
用
水
路

新
槻
木
用
水
路

A=512.2ha
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柴田地区　洪水吐ゲート

1号ｹﾞｰﾄ(整備) 4号ｹﾞｰﾄ(整備)3号ｹﾞｰﾄ(整備)2号ｹﾞｰﾄ(整備)

ヒンジ金物 油圧シリンダー

扉体

戸当り金物

ローラ部

1号～4号ｹﾞｰﾄ更新 パッキン･シール材交換､露出部の塗替塗装

塗替塗装

端部モルタル補修

分解清掃

形式

純径間×有効高

鋼製自動転倒ゲート

1号　　B10.0m×H1.1m

2～4号 B26.8m×H1.1m

操作方式

水密方式

駆動方式 油圧シリンダー

前面三方ゴム水密

遠方操作

水密ゴム交換

､4号ｹﾞｰﾄ右岸のみ更新

ブラケット塗替塗装

水 利 施 設 整 備 事 業

（基幹水利施設保全型）
事 業 名 柴 田 郡 大 河 原 町

（参考資料１）

柴田地区　計画平面図

（整備） （整備）（整備）

建屋(操作室)
（操作装置整備）

（管理橋･屋外照明更新）

取水ゲート

（ゲート更新､管理橋新設）

A B

BOX 1250
-1100(2連)

H=18.196

BM1
H=15.779

R1-1-1

T9

R1-1

T8

T7

T6

L1-1
花

可動堰最高位(痕跡)

 ｻｸﾗ
φ450

 ｻｸﾗ
φ600

 ｻｸﾗ
φ700

 ｻｸﾗ
φ800

  ｻｸﾗ
φ1500

  ｻｸﾗ
φ1500

  ｻｸﾗ
φ1000

 ｻｸﾗ
φ200

  ｻｸﾗ
φ1500

 ｻｸﾗ
φ500

  ｻｸﾗ
φ1200

  ｻｸﾗ
φ1200

ｻｸﾗφ1000

ｻｸﾗφ200

ｻｸﾗφ900

ｻｸﾗφ1000

ｲﾁｮｳφ300

ｲﾁｮｳφ500ｲﾁｮｳφ400

ｲﾁｮｳφ500

ｻｸﾗφ400

ｻｸﾗφ400

ｻｸﾗφ300
ｻｸﾗφ500ｻｸﾗφ200

車止

コンクリート枠
ブロック(埋没)

コンクリート枠
ブロック(埋没)

コンクリート枠
ブロック(埋没)

16

13

BOX 3000

T 保
科

1 左
12

作
業
道

作業道

(As)

(As)

(沈床) (沈床)

(Co)(Co)(Co)(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

計器

空気弁

(As)

(As)

E 大
船

幹
線

27西
2

車止

(Co)

(Co)

(Co)

計器

看
板

汚
水

E 大
船

幹
線

22

E 大船幹線21

(S)

U300-300

U270-270 木造平

ゴミ
捨場

操作室

10.27
10.59

9.95

9.95

10.20

10.20

10.44

10.45

10.93

10.45

10.43

10.20

10.18
9.96

9.9511.00

11.00

10.9711.97

10.97

10.99

10.05 10.07 9.59 10.03 9.74 10.03 9.85 9.98

12.03

9.92
10.85

10.41
11.84

10.92

9.89
10.85

11.86
10.39

10.9310.94

9.939.95
10.86

10.44
10.41

10.41

10.94

9.98

10.93

11.90

11.91

10.92

15.65

15.62

13.16

9.42

12.55 9.43

9.36

9.23

8.88

9.28

9.44

9.92

9.44

9.75

10.33

10.04

10.61

10.92
11.53

10.40

9.98

10.44
10.44

9.82

9.77
10.06

10.04

9.65
10.12

9.95

11.93

11.94

10.99

11.86

10.97

12.50

H=11.50

13.16
12.11

12.05 13.17

10.01

8.42

9.22

9.39

9.64

9.89

9.93

10.39
12.03 13.18

12.93 13.13

13.1312.82
12.26

9.36

13.07
13.12

12.89 13.05
13.24

13.16

18.42

18.80

18.01

18.71

18.31

18.04

15.78

15.78

15.81

15.45

15.8215.39

15.91

9.82

10.03

10.24

10.52
10.52

13.45

12.07

9.41

10.42
9.42

11.56

15.95 16.00

16.28

16.70

16.0216.08

15.92
15.90

16.22

18.21

18.28

17.88
18.34

18.48

11.87
10.86

堰軸 NO.64+16.0

NO.64+36.8

TP14.225m

No.2孔

Dep=39.45m

No.1孔

TP9.885m
Dep=19.45m

白

石

川

（整備）（整備）

施工地名

E 大
船

幹

土砂吐
ゲート

洪水吐1号
ゲート 洪水吐2号ゲート 洪水吐4号ゲート洪水吐3号ゲート
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塗替塗装

モルタル補修

プロテクター補修

ピット蓋更新

キープレート交換 補修溶接
扉体正面（SUS）

戸当金物フチ

油圧ホース交換
2×2本

水密ゴム交換

扉体背面･軸継手部

油圧シリンダー更新

ケレン･防水モルタル処理
ピット内部

ヒンジピン交換

柴田地区　土砂吐ゲート

プロテクター塗替塗装

平 面 図

正 面 図 側 面 図

ピット断面図

詳細図

水密ゴム交換

表面塗装

プロテクターカバー

油圧シリンダー更新

補修､塗替塗装

水 利 施 設 整 備 事 業

（基幹水利施設保全型）
事 業 名 柴 田 郡 大 河 原 町

（参考資料１）

施工地名
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水 利 施 設 整 備 事 業

（基幹水利施設保全型）
事 業 名 柴 田 郡 大 河 原 町

（参考資料１）

施工地名

柴田地区　取水ゲート

操作台の更新・管理橋の新設、樋管の増設（原位置から前出し部）

扉体・戸当金物・開閉装置の更新
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水利施設等整備事業
（基幹水利施設保全型）

施行地名

洪水吐ゲート：現況（Ｒ５～６実施予定）

洪水吐ゲート（１号）：現況（Ｒ６実施予定）

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名 柴田郡大河原町
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水利施設等整備事業
（基幹水利施設保全型）

施行地名

土砂吐ゲート（整備後）

取水ゲート（整備後）

事業名 柴田郡大河原町

（参考資料２） 事業施行状況等
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水利施設等整備事業
（基幹水利施設保全型）

施行地名

取水ゲート（整備後）

操作盤（整備後）

（参考資料２） 事業施行状況等

事業名 柴田郡大河原町

47



水利施設等整備事業
（基幹水利施設保全型）

施行地名

油圧ユニット（整備後）

非常用エンジン（整備後）

（参考資料２） 事業施行状況等

事業名 柴田郡大河原町
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① 食料の安定供給の確保に関する効果

ア）作物生産効果（農産物を量的に増加させる効果）

 作物生産効果＝生産増減量(計画生産量－現況生産量)×作物単価

＝
＝
＝ 千円

（作物生産効果算定面積）

・事業ありせば効果額 該当なし

・事業なかりせば効果額

イ）営農経費節減効果(区画整理により作物生産に要する費用が節減される効果)

 営農経費節減効果＝(現況単位面積当たり営農経費－計画単位面積当たり営農経費)×効果発生面積

＝
＝
＝ 千円

ウ）維持管理費節減効果(維持管理費が節減される効果)

 維持管理費節減効果＝現況維持管理費－計画維持管理費

＝
＝
＝ 千円

小 計（ア＋イ＋ウ）＝ 千円

▲ 10,831

101,118

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額
0 ＋ ▲ 10,831

▲ 13,484

125,433 

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額

自己保全管理

0 ＋ ▲ 13,484

計 456.7 67 456.7 67 0.0 計

0.0 調整水田

表

作物名
作付面積

自己保全管理 140.1 140.1 0.0 

9 0.0 
調整水田 8.7 8.7 
大　　豆 41.2 9 41.2 
水　　稲 266.7 58 266.7 58 0.0 
（田）

（ha） （％） （ha） （％） （ha） 大　　豆
作付面積 作 付 率 作付面積 作 付 率

湿潤かんがい 276 

表

千円
456.7 ha 456.7 ha 0.0 ha 水　　稲 水管理改良 125,157 

地目 田 作 物 名 効果要因 効果額

本地面積
現　　　況 計　　　画 増　減 （田）

計 0.0 0 0.0 0 0.0 計 0 
0.0 
0.0 
0.0 

0.0 
0.0 

0.0 
（田）

作物名
作付面積

（ha） （％） （ha） （％） （ha）
作付面積 作 付 率 作付面積 作 付 率

千円
0.0 ha

本地面積
現　　　況 計　　　画 増　減 （田）

125,433

地目 田 作 物 名 効果要因 効果額

（参考資料４） 費用対効果分析算定結果

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額
0 ＋ 125,433

49



（参考資料４） 費用対効果分析算定結果

② その他効果

ア）国産農産物安定供給効果（国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果）

 国産農産物安定供給効果＝年増加粗収益額×単位食料生産額当たり効果額

＝
＝
＝ 千円

計（ 農業生産に係る効果　①＋② ） ＝ 千円

＝ 1.47 ＞ 1.0
総 費 用･････③ 2,463,383

千円 ･･･････④

総 費 用 総 便 益 比 ＝
総便益額･････④

＝
3,638,518

割　　　引　　　率 ＝ 0.04

総便益額(現在価値化) ＝ 3,638,518

年総効果（便益）額 ＝ 118,255 千円

評　 価　 期　 間 ＝ 51 年 （ 当該事業の工事期間11年 ＋ 40年 ）

＝ 597,258 ＋ 1,866,125

＝ 2,463,383 千円 ･･･････③

合　　　　　計 118,255 千円

総費用(現在価値化) ＝ 当該事業による費用 ＋ その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費）

営農経費節減効果 ▲ 13,484 千円
 ウ） 維持管理費節減効果 ▲ 10,831 千円

②  ア） 国産農産物安定供給効果 17,137 千円

17,137

118,255

効　　果　　名 年 効 果 額

①
 ア） 作 物 生 産 効 果 125,433 千円
 イ）

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額
0 ＋ 17,137
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【位置図後掲】

(平成 年度) ： 2,041m ： Ｖ＝40km/h

： 5.0 （ 6.0 ） m ： Ｉ 交通

(令和 年度) ： 2,114m ： Ｖ＝40km/h

： 5.0 （ 6.0 ） m ： Ｉ 交通

事業着手時（H27）からの変更

[ % ] [ ] [ ] [ % ]

＝（ － ） ／ ＝ ％

（令和5年度)

（平成27年度)

再評価時
10.9

6.1 億円 0.5億円 2.9億円

1.4億円 -

費 用 負 担 内 訳

国 県 市町村 その他

2.4億円 0.8億円 -

事業着手時事業費

計 画 幅 員 Ｗ＝

Ｌ＝

2 月 6 日

全 体 事 業 費

延 長

＜計画概要＞

設計速度

交通区分

＜計画諸元＞

＜計画概要＞ ＜計画諸元＞

設計速度

交通区分

土地改良法

事業目的

事業内容

事業着手時

施行地名 管理主体

評 価 結 果

作 成 年 月 日 令和

事 業 担 当 課 農山漁村なりわい課

詳細設計により事業量L=73mの増 （ H27事業着手時 L=2,041m → R5再評価時 L=2,114m ）

内用地費
及び
補償費

50 11/30 4/30 -

農村整備事業
(農道・集落道整備事業)

再 評 価 時

丸 森 町

6 年

27

5

【事業内容の変更状況とその要因】

事 業 名

根拠法令

事

業

の

概

要

事業着手時事業費

5.2億円

延 長 Ｌ＝

丸森町は宮城県の最南端に位置し、300m内外の山が連なる阿武隈山地の一部に盆地を形成している。
阿武隈川支流河川流域地帯のみが平坦地であり、町域の70％余りが山林となっている。かつてない少子高
齢化、人口減少の進行等により集落機能の維持が困難となる地域が増加するのみならず、農村インフラ施
設の老朽化が進行し、自然災害に対しても脆弱な状況にある。このため、地震・洪水等の災害対策の強靱
化、農業生産性の向上対策を実施し、安心して住み続けられる条件を整備し、地域の持続性の向上を図る
必要がある。
本地区は、丸森町の中心部から約３ｋｍ南西の方向、阿武隈渓谷県立自然公園のほぼ中心に位置し、標

高250mから300mの農山村地域にあって、水稲を基幹作物として野菜・果樹・酪農を取り入れた複合経営が
展開されている。地域の基幹となる既設道路は、幅員狭小で、一部未舗装のまま老朽化した蛇行路線であ
り、安定かつ安全な走行が困難なため、効率的な営農や物流に支障を来している。
地域の農産物流通の合理化を図るほか、地域の生活道路として整備されることにより、一般車両走行の安

定化と、自然災害時の地域防災力の強靭化を図り、中山間地域のコミュニティの持続性を向上させるため、
当事業地区の農道整備を実施するものである。

計 画 幅 員 Ｗ＝

億円 0.6億円

※事業費増加度(重点評価基準 指標４)

再評価事業費

事業着手時

○ 道路工 Ｌ＝73mの増

事 業 費

4.3億円

78.69

補助金
補助・交付金
・単独の別(柳田

やなぎだ

峠
とうげ にき

2期地区) 宮 城 県事業主体

いぐぐんまるもりまちとうげのじょうちないほか

伊 具 郡 丸 森 町 峠 野 上 地 内 外
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○道路工の主な変更項目

○事業費増減対照表

○R元計画変更は「その他の変更」として完了予定年度をH32よりR7へ変更したもの。

○再評価時の完成予定年度は、R5年度に計画変更を行う予定のもの。

※事業停滞年数(重点評価基準 指標１)＝ 年

※事業工期延伸度(重点評価実施基準 指標３)＝（変更後予定事業期間）／（当初予定事業期間）

年度

＝

5

事業着手時

（平成27年度)

事業費

78.7%

4.8億円

4.8億円

8.2%

0.5億円

8.2%

0.5億円

4.9%

0.3億円

（平成5年度)

事業量

一式
4.6%

事業費

【工法変更】
0.7億円の増額
【物価変動等】
0.1億円の増額

【工法変更】
0.1億円の増額

【工法変更】
0.2億円の増額

2,114m2,041m

増 減

8.5億円

本工事費

【事業費の変更状況とその要因】

詳細設計結果により、事業量変更分が0.2億円の増、工法変更分が3.9億円の増、物価変動等で0.7

億円の増額となっており、全体では4.8億円の増額となった。

変更の主な理由

【事業量変更】
0.2億円の増額
【工法変更】

2.9億円の増額
【物価変動等】
0.6億円の増額

再評価時

77.1%

工 事 着 手 予 定 年 度 R. 5 年度

0.5億円

-

H. 28 年度

年度）

R.

年度

年度

計 画 変 更 実 施 年 度 R. 元 年度

+4.8億円

100%100%

27

一式

一式

一式

事業量

一式

一式

一式

事業量事業費

78.0%

8.5億円

11.9%

道路工

+3.7億円

16.7%

+0.8億円

2.1%

1.3億円

5.5%

0.6億円

一式

一式

合 計

規則第24条第1号関係

再 評 価 時

（令和 5 年度）

73m

100%

※ 「その他工事費等」には事務的経費が含まれる。

事 業 費

年度

年度27

10.9億円

用 地 買 収 着 手 年 度

+3.7億円

6.1億円

事 業 採 択 予 定 年 度

用地買収着手予定年度

工 事 着 手 予 定 年 度

-

32

-

事 業 採 択 年 度 H.

+0.1億円

事業の進捗状況

○事業期間

事 業 着 手 時

4.1%

+0.2億円
その他工事費等

用地費及び補償費

測量及び試験費

完 成 予 定 年 度

H. 27

H.

※ 「物価変動等」には自然増が含まれる。

-

27（平成

3

H.

1.83

-

詳細設計により変更となった主な項目は、道路延長L=73mの増と法面保護工、道路擁壁工、取付道

路工、安全施設工等、道路付帯工事の増である。
事

業

の

概

要

年度

計画変更実施(予定)年度

完 成 予 定 年 度 R. 7 年度

R.
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○進捗率

令和 年度までの ※（ ）：前回再評価時

（ ） （ ） （ ） （ ）

億円 ％ 億円 ％

※事業工程乖離度(重点評価基準 指標２)

＝（累加投資事業費 ／ 現全体事業費 ）－（ 累計年単純割額 ／ 現全体事業費 ）＝ ％

＝（ ／ ）－（（ ／ 年） × 年 ／ ）

＝

・みやぎ農業農村整備基本計画（令和3年度改訂）
・丸森町農村総合整備計画（昭和53年）
・丸森町農業振興ビジョン(H30.3月）
本地区は、みやぎ農業農村整備基本計画（令和３年度改訂）で掲げる基本項目「人口減少下で持続的に

発展する農業の振興（儲ける農業）」の関連事業に位置づけられるなど、条件不利地である中山間地域にお
ける農業生産活動の継続に向けた農道としての機能はもとより、令和元年度東日本台風においては被災した
県道の代替路線（迂回路）の役割を果たしており、地元・丸森町からの期待度も高く、早期完成に向けて引き
続き推進していく必要がある。

本路線は、防塵舗装はされているものの、幅員狭小であることに加え、丘陵地帯であるために急勾配箇所
が多い。そのため、農耕車両のすれ違いが容易でないことや農作物の出荷先となるＪA倉庫への迂回搬出、
堆肥センタ－等への運搬・搬出についても大型車両を使用できない等の課題を抱えているところである。
本路線沿線では、水稲や野菜及び牧草などの飼料作物を作付けされているが、道路未整備の状態にある

ことから、農家の高齢化や人口減少に伴い、耕作放棄地の増加が懸念されている。

令和5年度から道路工事（既設道路改良工（一部新設））に順次着手し、令和7年度に全区間の舗装工及

び安全施設工等を行い、工事完成及び道路供用の見込みである。

当地区は、平成28年度から詳細測量及び設計に着手した。一部地権者からの用地買収に対する理解が得

られなかったが、町と連携し、粘り強く交渉を続け理解を得られ、平成30年度に全線の詳細設計を完了し、令

和元年度の用地取得等の契約会を予定していた。しかし、令和元年東日本台風で、地域の地形は変貌し、

土地境界や用地取得範囲を示すため設置していた用地杭も流失したため、それらの復旧に不足の期間を要

し、事業の進捗に遅延が生じた。復旧後、令和２年度から、権利者との立ち会い・交渉に再着手し、令和４年

度までに全ての用地取得及び支障物件補償契約の締結に至った。

11

1.6 14.7 0.4

1.6億円 10.9億円 10.9億円

事業費 進捗率

- -

事業を巡る社会情勢等 規則第24条第２号関係

施設管理の予定・管理状況

本事業によって造成される農道及び付帯施設は、丸森町が維持管理する予定になっている。

上 位 計 画 等

8 10.9億円

及び補償費

事業の進捗状況

14.7％ － 72.7％ ＝ ▲ 58.0

○社会経済情勢

％

-

内用地費 進捗率

事

業

の

概

要

事

業

の

必

要

性

【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】

【今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後掲）】

4

66.7

-
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現時点で供用している区間は無いため事業効果は発現してない。

農産物流通の合理化

農作業の機械化

農村環境の改善

災害発生時の代替路線（迂回路）としての有用性

○県営農道整備事業

リサイクル材（再生砕石、再生アスファルト）の積極的活用により約0.1億円のコスト縮減が見込まれる。

100%

○地元情勢、地元の意見

規則第24条第２号関係

116ha 9.3億円 道路工 L=2,820m

本路線は、農道としての機能はもとより、地域住民の生活道路にもなっており必要不可欠な路線となってい
る。また、令和４年度に用地買収を完了し、令和５年度より工事に着手する予定であることから本路線に替わ
る代替案はない。

受益面積 事業費 事業内容 進捗率

事業を巡る社会情勢等

事 業 効 果

（３）

農産物の輸送時間・距離の低減、輸送手段の大型化が図られ、新鮮な農産物の供給が期待される。

また、農作物の荷傷みが改善され品質向上も期待されることから、本町が掲げる地域の特性を生かした6

次産業化の推進と丸森ブランドの創設により「儲ける農業」の推進を図ることが期待される。

農作業機械が農地に容易に進入できるようになり、機械作業が促進され、労働時間の短縮、効率化が
期待される。また、幅員が狭小で急勾配、一部未舗装のまま老朽化した蛇行路線が改善されることから、
農耕車両のすれ違いが容易となり、機械の大型化も可能となり、更なる労働時間の短縮、効率化を図るこ
とが期待される。

地域住民の生活道路としても必要な路線となっていることから、整備されることで安全性、利便性、快

適性の改善を図ることが期待される。また、これら生活道路の改善が農村環境の改善となり、地域への定

住を促進し、人口減少、少子高齢化、後継者問題の解決に継ながることが期待される。

○想定される事業効果

（１）

コスト縮減計画 規則第24条第4号関係

代替案との比較検討

（４）

「令和元年東日本台風」において、本農道が被災した県道丸森梁川線の代替路線（迂回路）の役割
を果たしており、災害時の地域防災路線としての役割が期待される。

事

業

の

有

効

性

本路線は農道として、通作はもとより農畜産物、資材等の搬出入に重要な路線であるとともに、地域住民の

生活道路として必要不可欠な路線となっているが、幅員狭小で、一部未舗装のまま老朽化した蛇行路線であ

り、安定かつ安全な走行が困難となっている。

地域では本事業により、農道の拡幅・改良、舗装等を一体的に整備し、営農上の走行経費の節減、出荷物

の荷傷み防止による品質向上等農業生産性の向上及び農畜産物流通の合理化を図り、更には日常の車両

走行の安定性、安全性向上のため、早期に整備がなされるよう地元関係者から強く求められている。

令和元年東日本台風においては、本路線が壊滅的な被害により長期通行止めとなった県道丸森梁川線の

代替路線（迂回路）としての役割を果たしており、本路線の必要性・重要性が見直され、災害に対する強靱化

や安心して住み続けられる道路としての、早期道路整備も求められている。

工事着手に向けては、丸森町も県と一体となって用地交渉等地元調整を図っており、事業同意、用地取得

等は完了しており、地元推進体制も整っている状況にあり、本事業地区の早期完成に向けて引き続き推進し

ていくこととしている。

関連事業の概要・進捗状況等

地区名 工期

事

業

の

効

率

性

事

業

の

必

要

性

（２）

H5～H14

○効果の発現状況

規則第24条第3号関係

柳田1期峠区
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工事期間：柳田峠１期地区着手～柳田峠2期地区完了(H5～R7)

【便益の概要、主な算出根拠等】

：

：

：

：

【事業着手時との違いの要因】

・単価及び係数等の変更

※残事業の各効果項目については、各主要工種の残事業費率により算定している。

2.46

139,608

8,437,182

1.89

＜残事業＞

929,016

-

929,016

1,901,286

1,285

▲ 1,137

76,572

831

77,551133,195

2,664,114

1.61

<全体>

2,019,560

-

2,019,560

4,442,046

2,312

▲ 2,047

137,847

1,496

現在価値化(Ｂ)

費用便益比(Ｂ／Ｃ)

事業着手時

基準年(Ｈ27年)

再評価時

基準年(R4年)

<全体>

1,540,210

-

1,540,210

1,653,887

1,915

▲ 459

130,318

1,421

4,686,722

効

果

項

目

営農に係る走行経費節減効果

品質向上効果

維持管理費節減効果

総便益

一般交通等経費節減効果

区 分

新たな土地改良の効果算定マニュアル【農林水産省農村振興局企画部】 平成19年9月

(再評価時) [改訂版]新たな土地改良の効果算定マニュアル

総合耐用年数 ： 33 年

便益算定期間 ： 73 年

現在価値（Ｃ）

総費用

％

費用対効果 規則第24条第5号関係

根拠マニュアル：

(事業着手時）

【農林水産省農村振興局整備部】 平成27年9月

維持管理費

建設費

事

業

の

効

率

性

品質向上効果

維持管理費節減効果

営農に係る走行経費節減効果

一般交通等経費節減効果

（単位：千円）

費

用

項

目

便

益

項

目

社会的割引率 ： 4

作物生産の立地条件が改良又は維持される事に伴う、生産物の品質

への影響に関する効果

老朽化し機能低下の著しい土地改良施設を改築して近代的な施設

にすることにより、これまで要してきた維持管理に係る経費が増減され

る効果

工事期間＋40年

農道を新設又は更新することにより、農作物の生産に必要な資材や

農産物の輸送、通作などの農業交通に係る走行経費が節減又は維

持される効果であり、事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しな

かった場合（事業なかりせば）の農業交通に係る走行経費の節減を

持って年効果額を算定する効果

農道を新設又は更新することにより、一般交通の走行に係る人件費

や車輌経費などの走行経費節減又は維持される効果
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事業継続

総
合
評
価

対応方針 

本地区は、阿武隈渓谷県立自然公園のほぼ中心に位置している。また、丸森町が策定する「丸森町田園

環境整備マスタープラン」において、環境配慮区域として位置付けされている。

影響と対策

本地区は、既設農道の拡幅改良工事を主として行うものであり、県立自然公園の景観に大きく影響を与える
可能性は低いが、自然豊かな森林と渓谷に囲まれた本路線が、新たな観光ルートとして活用される可能性は
ある。
丸森町では生態系に配慮した取り組みが進められており、本地区は丸森町田園環境整備マスタープランで

「環境配慮区域」に位置付けられ、動植物の生育環境及び周辺環境との調和に配慮して事業を実施すること
が定められている。環境配慮対策として、盛土材は現地発生土を利用し現況の植生環境の復元を図ること及
び工事には低騒音低振動排出ガス対策型建設機械を使用することとし、環境への影響を最小限に留めるこ
ととしている。

環

境

へ

の

影

響

と

対

策

地域指定状況等
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H27 H28 H29 H30
R元
(H31)

R2
(H32)

R3 R4 R5 R6 R7

： 事業着手時

： 再評価時

事

業

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

表

着手時

再評価

道路工
（道路改良工）

項 目

舗装工

着手時

再評価

補償費

着手時

再評価

路盤工

着手時

再評価

測量及び試験費

着手時

再評価

付帯工

着手時

再評価

用地費

着手時

再評価
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施行場所：伊具郡丸森町字峠野上地内外

農村整備事業(農道・集落道整備事業)　柳田峠2期地区
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事業名 施行地名

（参考資料１） 事業概要図

Ｎ
伊具郡丸森町字峠野上地内外農村整備事業(農道・集落道整備事業)
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標準断面図１

事業名 施行地名

（参考資料１） 事業概要図

伊具郡丸森町字峠野上地内外農村整備事業(農道・集落道整備事業)
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（参考資料１） 事業概要図
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標準断面図２ ブロック積擁壁標準図
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（参考資料１） 事業概要図

伊具郡丸森町字峠野上地内外農村整備事業(農道・集落道整備事業)
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農村整備事業(農道・集落道整備事業) 施行地名

農道始点部（終点方向を望む）

農道終点部（始点方向を望む）

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名 丸森町字峠野上地内外
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農村整備事業(農道・集落道整備事業) 施行地名

現況道路と受益地への乗入れ（状況）

現況道路（状況）

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名 丸森町字峠野上地内外
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農村整備事業(農道・集落道整備事業) 施行地名

堆肥センタ－（全景）

堆肥センタ－（拡大）

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名 丸森町字峠野上地内外
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農村整備事業(農道・集落道整備事業) 施行地名

堆肥舎（全景①）

堆肥舎（全景②）

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名 丸森町字峠野上地内外

66



農村整備事業(農道・集落道整備事業) 施行地名

堆肥搬出状況①

堆肥搬出状況②

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名 丸森町字峠野上地内外
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農村整備事業(農道・集落道整備事業) 施行地名

堆肥搬出状況③

農協倉庫

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名 丸森町字峠野上地内外
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農村整備事業(農道・集落道整備事業) 施行地名

幅員狭小、蛇行路線状況

老朽化した舗装状況

（参考資料２） 　　　　　　　　　　　事業施行状況等

事業名 丸森町字峠野上地内外

69



① 食料の安定供給の確保に関する効果

ア）品質向上効果（農産物の品質を向上させる効果）

 品質向上効果＝生産量×商品化向上率（荷傷み防止率）

＝

＝

＝ 千円

（品質向上効果対象作物・効果要因・要因別面積）

・事業ありせば効果額

イ）維持管理費節減効果(維持管理費が節減される効果)

 維持管理費節減効果＝現況維持管理費－計画維持管理費

＝

＝

＝ 千円

（単位：千円）

（参考資料４） 費用対効果分析算定結果

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額

2,312 ＋ -

2,312

3 3.6だいこん 6.0 

4,155 2

1,390 3 2.5

きゅうり 5.0 

既設道路 101 101 101 0 

農道　計 1,727 907 2,954 ▲820 

効果額
(千円)

⑦=⑤×⑥

205

210

1,181

194

522

2,312

地
目

畑

効果要因

荷傷み防止

〃

〃

単収
（kg/10a)

②

荷傷み
防止率
（％）

④

対象生産量

(t)
⑤=③×④

2,021

はくさい 6.0 

3,268 3 4.9

25.0 

ばれいしょ

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額

▲ 1,227 ＋ ▲ 820

▲ 2,047

作物単価
(千円/t)

⑥

82

60

241

54

307

-

6.0 

1,956 3 3.5

1.7トマト 2.0 

- - 16.2

〃

〃

作物名
対象面積

①

計

生産量
(t)

③=①×②

83

117

163

121

83

567

▲1,227 

施設名 ①現況維持管理費
②事業なかりせば ③事業ありせば 事業なかりせば年効果額 事業ありせば年効果額

維持管理費 維持管理費 ②－① ①－③

（農道）

農道 1,626 806 2,853 ▲820 ▲1,227 

0 
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（参考資料４） 費用対効果分析算定結果

ウ）営農に係る走行経費節減効果(農道を新設又は更新することにより農産物の輸送，通作などの農道

交通に係る走行経費が節減される効果)

営農に係る走行経費節減効果＝(輸送時間＋通作時間）×時間当たり経費

＝

＝

＝ 千円

（単位：千円）

・事業ありせば効果額 ＝現況（Ａ）－ 事業ありせば（Ｂ）

＝ －
＝ 千円

＝事業なかりせば（Ｃ）－ 現況（Ａ）

＝ －
＝ 千円

小計（ア＋イ＋ウ） ＝ 千円

② 農村の振興に関する効果

ア）一般交通等経費節減効果(農道等の新設又は更新することにより，一般交通の走行に係る走行経

費が節減される効果)

一般交通等経費節減効果＝走行時間×時間当たり経費

＝

＝

＝ 千円

（単位：千円）

・事業ありせば効果額 ＝現況（Ａ）－ 事業ありせば（Ｂ）

＝ －
＝ 千円

・事業なかりせば効果額 ＝事業なかりせば（Ｃ）－ 現況（Ａ）

＝ －
＝ 千円

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額

53,001 ＋ 84,846

35,303

通作等交通 542 -         1,062     1,062 1,604

計（Ｂ）

137,847

3,457

89,908 

積み卸し所要時間② 走行所要時間③ 総労働評価額
④=②＋③労働評価額 労働評価額

　　　　　　　 　項目

 区分

車輌走行経費 人件費
走行経費
⑤=①＋④

36,907 

事
業

あ
り
せ
ば

輸送交通(1次・2次) 3,195

事

業
な

か

り
せ
ば

現
況

　　　　　　　　　　　　　項目
 車種名

車輌経費①

経費

人件費②

総労働評価額

1,496 ＋ 0

1,496

10,571

9,150

10,571

事

業

あ

り
せ
ば

現
況

輸送交通(1次・2次) 12,633 43,628 30,190 73,818 86,451

通作等交通 627 -         2,830     2,830

164,632

通作等交通 822 -         9,300     9,300 10,122

計（Ｃ） 19,637 77,658 77,459 155,117 174,754 

53,001 
36,907 

174,754 89,908 
84,846 

経費
①

138,112 

事業ありせば効果額 ＋ 事業なかりせば効果額

3,737 27,566 5,604 33,170 

計（Ａ） 13,260 43,628 33,020 76,648 

4,542 32,10827,566

・事業なかりせば効果額

事
業
な

か
り
せ
ば

13,147 
0 

輸送交通(1次・2次) 18,815 77,658 68,159 145,817

13,147

11,651

89,908 

13,147

走行経費
③=①＋②

軽乗用車・乗用車・軽四ﾄﾗｯｸ
・小型ﾄﾗｯｸ(2t)・中型ﾄﾗｯｸ(4t)

計（Ａ）
軽乗用車・乗用車・軽四ﾄﾗｯｸ

・小型ﾄﾗｯｸ(2t)・中型ﾄﾗｯｸ(4t)

軽乗用車・乗用車・軽四ﾄﾗｯｸ
・小型ﾄﾗｯｸ(2t)・中型ﾄﾗｯｸ(4t)

計（Ｂ）

計（Ｃ）

2,576

2,501

2,576

13,147 11,651 
1,496 

13,147 
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（参考資料４） 費用対効果分析算定結果

計（農業生産と農村振興に係る効果　①＋②）＝ 千円

※① 食料の安定供給の確保に関する効果

※② 農村の振興に関する効果

合　　　　　計 139,608 千円

総 費 用 総 便 益 比 ＝
総便益額･････④

＝ 1.0

4,442,046 千円 ･･･････③

年総効果（便益）額 ＝ 139,608 千円

評　 価　 期　 間 ＝

＝

8,437,182
＝ 1.89

総 費 用･････③ 4,442,046

73 年

＞

総費用(現在価値化) ＝ 当該事業による費用 ＋

＝ 3,827,837 ＋ 614,209

（ 当該事業の工事期間 33年 ＋ 40年 ）

割　　　引　　　率 ＝ 0.04

総便益額(現在価値化) ＝ 8,437,182 千円 ･･･････④

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費）

②  ア） 1,496 千円

 ウ） 137,847 千円

区分 年 効 果 額

①

 ア） 2,312 千円

 イ） ▲2,047 千円

一 般 交 通 等 経 費 節 減 効 果

営農に係る走行経費節減効果

効　　果　　名

作 物 生 産 効 果

維 持 管 理 費 節 減 効 果

139,608 
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評 価 結 果 

 

 

作 成 年 月 日 令和 6年 2月 6 日 

事 業 担 当 課 河 川 課 

事 業 名 南 沢
みなみさわ

川
がわ

総合流域防災事業 
補助・交付金・単独の

別 
補助 事業主体 宮 城 県 

施 行 地 名 登米市
と め し

 【位置図後掲】 管理主体 宮 城 県 

根 拠 法 令 河川法第６０条第２項 

事

業

の

概

要 

事 業 目 的  

南沢川は北上川の左支川であるが、河道狭隘部及び北上川本川の水位上昇の影響により、浸水被害が
頻発している。このため、堤防の嵩上げ、河道の掘削を実施して治水安全度を向上し、沿川の浸水被害の
軽減を図るものである。 

事 業 内 容  

 

事 業 着 手 時 
（平成 13 年度） 

河川改修延長 L=3,100m 
築堤 V=216,000m3、掘削 V=146,000m3、特殊堤 1箇所、道路橋 3橋 
樋門樋管 4箇所、サイフォン 1箇所、道路付替 L=4,200m 

再 評 価 時 
（平成 22 年度） 

同上 

再 々 評 価 時 
（令和 5 年度） 

河川改修延長 L=3,800m 
築堤 V=265,000m3、掘削 V=179,000m3、特殊堤 1箇所、道路橋４橋 
樋門樋管 4箇所、サイフォン 1箇所、道路付替 L=4,200m 

※特殊堤：通常は土を盛り立てる土堤が一般的であるが、市街地や施設等により用地取得が難しい場合にコ

ンクリートや鋼矢板等により築造した堤防。 

【事業内容の変更状況とその要因】 

・近年の洪水被害実績を踏まえ、上流部の河道断面が不足している区間を延伸している（+700m）。 
 
 

事 業 費  

 

全体事業費  

 内用地費 
国 

[ 50 %] 
県 

[ 50 %] 
市町村 
[ － %] 

その他 
[ － %] 

事 業 着 手 時 
（平成 13 年度） 

44.0 
億円 

3.3 
億円 

22.0 
億円 

22.0 
億円 

 
－ 億円 

 
－ 億円 

再 評 価 時 
（平成 22 年度） 

44.0 
億円 

3.3 
億円 

22.0 
億円 

22.0 
億円 

 
－ 億円 

 
－ 億円 

再 々 評 価 時 
（令和 5年度） 

59.0 
億円 

3.3 
億円 

29.5 
億円 

29.5 
億円 

 
－ 億円 

 
－ 億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※事業費増加度（重点評価実施基準指標４） 

＝（再評価時事業費－事業着手時事業費）／事業着手時事業費  
＝（59.0-44.0）/44.0 
＝ 34.1％ 

 

【事業費の変更状況とその要因】 
・延伸による事業内容の増、労務・物価上昇に伴う増額 
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事

業

の

概

要 

〇事業費増減対照表 
 事業着手時 

（平成 13 年度） 
再評価時 

（平成 22 年度） 
再々評価時 

（令和 5年度） 

増減 
（平成 22 年度比） 

変更の主な理由 

事業量 
事業
費 

事業量 
事業
費 

事業量 事業費 事業量 事業費 

本工事費  
72.3% 
31.8 
億円 

 
72.3% 
31.8 
億円 

 
75.1% 
44.6 
億円 

 
85.3% 
+12.8 
億円 

事業内容変更、 
労務・物価上昇 

築堤・掘削・護岸
工 

L=3,100m 19.3 
億円 L=3,100m 

19.3 
億円 L=3,800m 

22.6 
億円 +700m +3.3 

億円 

その他 一式 12.5 
億円 一式 12.5 

億円 一式 21.7 
億円 一式 +9.2 

億円 

測量及び試験費 一式 
13.4% 
5.9 
億円 

一式 
13.4% 
5.9 
億円 

一式 
10.8% 
6.4 
億円 

一式 
3.3% 
+0.5 
億円 

用地費及び補償
費 

一式 
7.5% 
3.3 
億円 

一式 
7.5% 
3.3 
億円 

一式 
6.1% 
3.6 
億円 

一式 +0.3 
億円 

その他工事費等 一式 
6.8% 
3.0 
億円 

一式 
6.8% 
3.0 
億円 

一式 
8.0% 
4.7 
億円 

一式 
11.3% 
+1.7 
億円 

合計  
100% 
44.0 
億円 

 
100% 
44.0 
億円 

 
100% 
59.0 
億円 

 
100% 

+15.0 
億円 

 

 

 

事 業 の 進 捗 状 況 規則第２４条第１号関係  

〇事業期間 

事業着手時 
（平成 13 年度） 

再評価時 
（平成 22 年度） 

再々評価時 
（令和 5年度） 

事業採択予定年度 
H.13 年

度 
事業採択年度 H.13 年度 事業採択年度 

H.13 年

度 

用地買収着手予定年

度 

H.14 年

度 
用地買収着手年度 H.14 年度 用地買収着手年度 

H.14 年

度 

工事着手予定年度 
H.14 年

度 
工事着手年度 H.14 年度 工事着手年度 

H.14 年

度 

  
計画変更実施(予定)

年度 
－ 

計画変更実施(予定)年

度 
－ 

完成予定年度 
H.40 年

度 
完成予定年度 

H.40(R10)

年度 
完成予定年度 R20 年度 

※事業停滞年数(重点評価実施基準指数１)＝6年 

※事業工期延伸度(重点評価実施基準指数３) 

＝(変更後予定事業期間)/(当初予定事業期間)＝38/28＝1.4 

 
 

〇進捗率 

令和４年度までの   ※（ ）：前回再評価時 

 

事業費 進捗率 内用地費 進捗率 

(27.3) 

42.2 億円 

(62.0) 

71.5％ 

(3.2) 

3.3 億円 

(97.0) 

91.7％ 

 

※事業工程乖離度(重点評価基準指数２) 

＝(累加投資事業費/現全体事業費)－(累加年単純割額/現全体事業費) 

＝(42.2/59.0)－(32.7/59.0)＝11.0％ 
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【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】 

・事業計画の見直しにより、令和元年度まで休止していたが、令和 2 年度より個別補助事業化し、重点

的に事業を推進している。現在は南沢川中流部の事業や上流部の設計を進めている。 

・事業期間については、近年の洪水被害実績を踏まえ、河川改修区間を延伸したことから、令和 20 年度

まで延伸している。 

 

※個別補助事業（大規模特定河川事業） 

事前防災対策が十分に行えておらず、計画規模の洪水が生じた場合に氾濫する危険性が著しく高い区間につい

て、計画的・集中的に対策を実施することにより、早期に治水安全度を向上させることを目的とした事業である。 

 

【今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後掲）】 
・南沢川中流部や上流部の事業を実施していき、令和 20 年度の事業完了を目指す。 

 

施 設 管 理 の 予 定 ・ 管 理 状 況  

・事業区間の道路施設は登米市が管理する。 
・河川管理については河川維持管理計画を策定し、管理区間を重点度により４区分に分けて管理を行っ

ている。管理頻度はａ区間が月１回、ｂ区間が年４回、ｃ１区間が年２回、ｃ２区間が必要時にパトロ
ールを実施することとし、必要に応じ支障木伐採、堆積土砂撤去作業等の維持管理作業を実施してい
る。 

 

事

業

の

必

要

性 

上 位 計 画 等  

・一級河川北上川水系北上川（２）圏域河川整備計画 平成２６年９月 

・見える川づくり計画（２０２１）（令和 5年 3月改訂） 

南沢川は、見える川づくり計画（２０２１）において、河川整備のさらなる加速化のため、緊急に

実施すべき事業実施箇所に位置づけられている。 

事業実施箇所は、県管理河川のうち、水害常襲河川や人口や資産が集中する河川などを選定し、重

点的に事業を推進している。 

 

事 業 を 巡 る 社 会 経 済 情 勢 等 規則第２４条２号関係  

○社会経済情勢 

1) 社会背景 

気候変動による災害の激甚化・頻発化を踏まえ、河川管理者が主体となって行う河川整備等の事前

防災対策を加速化させることに加え、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う「流域治水」への転

換を推進し、総合的かつ多層的な対策を行っている。 

 

2) 過去の洪水実績 

 昭和 56 年以降、洪水により 22 回被災し、一般被害額は 17 億円を超える。 

 平成 21 年 10 月の台風 18 号による豪雨では、横山地区等において床下 49 棟、床上 45 棟、浸水面積

258ha の被害が発生した。 

 令和元年東日本台風では、さらに激しい豪雨により再び甚大な被害が発生し、越水により床下 23 棟、

床上 61 棟、浸水面積 54.7ha の被害が発生している。 

  
表 南沢川の水害実績（水害統計より作成） 

 

 

 

被災

農地 宅地 小計 床下 床上 世帯数 事業所 従業員 農漁家

S56 8.21 ～ 8.21 内 88.3 0.1 88.4 1 0 1 0 0 1 147,319

S56 9.23 ～ 9.26 内、有 110.3 1.9 112.2 24 0 11 0 0 0 9,880

S61 8.2 ～ 8.1 内、有 12.9 7.9 20.8 65 5 32 1 1 0 201,463

H2 11.3 ～ 11.5 内、有 14.0 0.1 14.1 4 0 4 0 0 0 5,768

H10 8.25 ～ 8.31 内 40.0 0.0 40.0 0 0 0 0 0 0 28,339

H11 10.27 ～ 10.27 内、有、無 100.6 0.8 101.4 71 16 87 1 4 0 161,723

H14 7.1 ～ 7.11 内、有 69.9 0.1 70.0 12 0 12 0 0 0 10,809

H18 10.6 ～ 10.8 内 51.7 0.0 51.7 0 0 0 0 0 0 4,040

H21 10.5 ～ 10.9 有 256.1 1.9 258.0 49 45 47 0 0 0 220,245

R1 10.11 ～ 10.15 内、無 16.6 38.2 54.7 23 61 305 3 6 1 923,720

22回 760.4 50.9 811.3 249 127 499 5 11 2 1,713,306

※水害原因　内：内水 有：有堤部越水 無：無堤部浸水 他：その他 （堤外地浸水等）

被害家屋
（棟）

被災数 一般被害

（千円）

南沢川

S56～R1の合計

河川名 洪水年 月・日
水害

原因

水害区域面積(ha)
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事

業

の

必

要

性 

 

3) 洪水発生時の主な影響 

令和元年東日本台風による洪水氾濫により、重要な幹線道路である国道 45 号が冠水し、沿線の県道や

市道も崩壊等により通行止めとなる等、交通途絶に伴う周辺地域を含めた波及被害が発生している。ま

た、下流部の病院も浸水し、社会経済状況に大きな影響を及ぼした。 

  

 

○地元情勢、地元の意見 

・度重なる浸水被害により、登米市及び沿川の横山地区から早期完成を望む声が非常に多い。 

 

事

業

の

有

効

性 

事 業 効 果  

○効果の発現状況 

・国道 45 号接続部より下流は概成しており、治水安全度 1/20 が概ね確保されている。 
 
 

○想定される事業効果 

・国道 45 号接続部より上流については令和２０年度までの完成を目指しており、事業の進捗に伴い浸水
被害の軽減が図られる。 
 
 

※治水安全度：確率統計学的に求められた概ね何年かに１回発生する規模の降雨による洪水が、氾濫しないように

定めた河川改修の安全度。（治水安全度１／２０：概ね２０年に１回降る確率の雨に対して定めた河

川改修の安全度） 

 
 
 
 

事

業

の

効

率

性 

関 連 事 業 の 概 要 ・ 進 捗 状 況 等  

・なし 

 

 

 

代 替 案 と の 比 較 検 討 規則第２４条第３号関係  

・現河川改修が最良の案として計画され、現時点でも最良と考えられ代替案はない。 

 

 

 

コ ス ト 縮 減 計 画 規則第２４条第４号関係  

・前回評価(H22)から今回評価まで、約 20,000m3 の築堤材料に流用土を利用することで、約 1.0 億円の

コスト縮減を行った。築堤材等について、他工事からの発生材を有効利用することにより、コスト縮

減に努める。 
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事

業

の

効

率

性 

費 用 対 効 果 規則第２４条第５号関係  

根拠マニュアル：治水経済調査マニュアル(案)令和 2年 4月版 国土交通省 水管理・国土保全局 

社会的割引率：4％ 

便益算定期間:事業開始～事業完了+50 年後 

区分 
事業着手時 

基準年 
（平成 13 年度） 

再評価時 
基準年 

（平成 22 年度） 

再々評価時 
基準年 

（令和 5年度） 

費
用
項
目 

建設費 44.0 億円 44.0 億円 59.0 億円 

維持管理費 13.6 億円 14.9 億円   21.5 億円 

費用の合計 57.6 億円 59.0 億円   80.5 億円 

総費用（C） 27.1 億円 48.4 億円   106.0 億円 

便
益 

便益の合計 257.7 億円 254.6 億円   1649.5 億円 

総便益（B） 38.4 億円 54.0 億円   772.3 億円 

費用便益比（B/C） 1.42 1.12   7.29 

※表示桁数の関係で計算値が一致しないことがある。 

※費用項目については、消費税を控除した金額である。 

 

【費用対効果算出方法】 

・治水施設の整備及び維持管理に要する総費用と、治水施設整備によってもたらされる総便益（被害軽

減）を、社会的割引率及びデフレーターを用いて現在価値化して比較する。 

 
現在価値化 ：費用便益分析では、便益や費用を現在の価値として統一的に評価するために、将来

または過去における金銭の価値を現在の価値に換算する必要がある。 

社会的割引率：費用便益分析において、将来の便益や費用を現在の価値として統一的に評価（現

在価値化）する際に割り引くための比率である。国土交通省所管公共事業の費用便

益分析で適用される社会的割引率は全て４％とされており、4％と設定している。 

デフレーター：名目価格から実質価格を算出するために用いられる価格指数。 

 

 

【事業の費用（C）】 

(1) 建設費・維持管理費はデフレーターによる補正及び社会的割引率 4%を用いて現在価値化を行い費用

を算定する。 

(2) 維持管理費は建設費の 0.5%/年とし、評価対象期間内（施設の完成後 50 年間）での維持管理費を対

象としている 

費用の合計 80.5 億円 → 総費用（現在価値化） 106.0 億円 
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【事業の便益（B）】 

(1) 事業の便益（効果）は、河川改修によって軽減される被害額(=被害防止効果)を算出する｡ 

(2) 洪水は自然現象であるため、既往最大の洪水に対する経済的な分析を行うだけでは不十分であり、

他の河川との比較や目標整備水準に対する妥当性に対する経済的な評価を行うため、対象とする洪

水の規模をその生起確率から設定する。 

(3) 計画規模を含むいくつかの確率年を設定し、治水施設の整備によって防止し得る被害額を便益とす

る｡このとき被害額は一般資産、農作物、公共土木施設等、農地・農業用施設に区分して算出する｡ 

(4) 確率年別に求めた被害額に流量規模に応じた洪水の生起確率を乗じて求めた確率年別年平均被害額

を累計し年平均被害軽減期待額を算定する。年平均被害軽減期待額は、整備期間中は建設費に応じ

て補正している。 

被害額 

 

便益の合計 1649.5 億円 → 総便益（現在価値化） 772.3 億円 

 

 

○年平均被害軽減期待額（単位：億円） 

年平均被害軽減期待額 22.9 億円 

（後掲参考資料４、費用対効果分析算定結果参照） 

 
 

 

【算定していない便益等】 

 洪水氾濫による直接的、間接的な被害のうち、現段階で経済的に評価可能な被害の防止効果を便益とし

て評価しており、算定していない被害防止便益が多く存在するため、算定している以上の便益があると

考えられる。 

 算定していない主な被害防止便益は、交通遮断による波及被害、家庭における平時の活動阻害、被災事

業所の営業停止による周辺事業所への波及被害、リスクプレミアム、高度化便益などがある。 

 
リスクプレミアム：被災可能性に対する不安 

高度化便益：治水安全度の向上による地価の上昇等 

 

 

【前回再評価時との違いの要因】 

・治水経済調査マニュアル改定に伴う被害額算定方法の変更、各種資産評価単価及びデフレーターの改

定等による。 

 

 

 

区分 概要 算定方法

一般資産
家屋
家庭用品
事業所の資産等

各資産額×浸水深に応じた被害率

農作物 浸水による農作物 農作物資産額×浸水深に応じた被害率

公共土木施設等
公共土木施設（道路・橋梁等）
公益事業施設（鉄道・電力施設等）

一般資産被害額×74.2％

農地・農業施設 農地や農業用施設 水田・畑面積×1,539円/m2

間接被害
営業停止損失
応急対策費用
水害廃棄物処理費用等

（単位：億円）

一般
資産

農作物
公共
土木

農地・農業
施設

間接
被害

計

1/20 0.050 18.9 0.4 14.1 13.3 1.1 47.8 - - -
1/10 0.100 15.9 0.4 11.8 13.2 0.9 42.1 44.9 0.050 2.2
1/5 0.200 14.7 0.4 10.9 13.0 0.8 39.9 41 0.100 4.1
1/3 0.333 10.9 0.3 8.1 12.8 0.6 32.8 36.3 0.133 4.8
1/2 0.500 8.1 0.3 6.0 12.6 0.5 27.4 30.1 0.167 5.0

1/1.01 0.990 0 0 0 0 0 0 13.7 0.490 6.7

22.9年平均被害軽減期待額

確率年
超過
確率

被害額 区間平均
被害額
(a)

区間
確率
(b)

年平均
被害額
(a)×(b)
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環
境
へ
の
影
響
と
対
策 

地 域 指 定 状 況 等  

・沿川に三陸復興国立公園が点在している。 

 

 

影 響 と 対 策  

・河川整備の実施にあたっては、自然環境、貴重種だけでなく多様な動植物の生息・生育・繁殖環境の保

全に努め、掘削を行う場合には、施工方法や施工時期の工夫により、その影響を最小限にとどめるよ

う配慮する。 

 

 

再

評

価

部

会

意

見

へ

の

対

応

状

況 

再 評 価 実 施 状 況  

 

再評価実施年度 平成 22 年度  

答
申 

答申 継続妥当 

条件 なし 

別紙意見 

１． 審議対象事業の実施に関する意見 

・なし 

２． 今後の事業実施に関する意見 

・近年、地球温暖化等に伴う異常気象の発生等が多く見られるよう

になり、本県においても、今後、自然災害リスクの増大が懸念さ

れる。したがって、公共事業の実施に当たっては、事業の計画段

階から、そうした視点も十分に考慮するとともに、とりわけ、県

民の生命と財産に直結する事業については、事業効果の早期発

現が図れるよう、迅速な施行に努めること。 

評
価
結
果 

評価結果 事業継続 

対応方針 なし 

別紙意見に

対する対応

方針 

１． 審議対象事業の実施に関する意見への対応方針 

・なし 

２． 今後の事業実施に関する意見への対応方針 

・公共事業の実施に当たっては、自然災害リスクの増大等の視点に

ついても、事業の計画段階から十分考慮するとともに、特に、県

民の生命と財産に直結する事業においては、事業効果の早期発

現が図れるよう、より一層、効率的・効果的な事業実施に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 在 の 対 応 状 況  

・事業効果の早期発現が図れるよう、効率的・効果的な事業実施に努めている。 

 

対 応 方 針   
総
合
評
価 

事業継続 

79



事

業

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

80



位

置

図 

 
＜位置図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜氾濫区域図（確率年 1/20）＞ 
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事業名 南沢川総合流域防災事業 施工地名 登米市

事業概要図

（参考資料1）

概略平面図

標準横断図

流量配分図

河川改修延⻑L=３,８００m

R3年度以前

R4年度

R5年度

R6年度以降

他事業

凡　　例

延
伸
区
間
L=７

０
０
m
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事業名 南沢川総合流域防災事業 施工地名 登米市

（参考資料2）

事業施工状況等

着⼿前 施⼯後

① H27南沢川護岸⼯事

R5:築堤・護岸（南沢川右岸・左岸）

R4:築堤・掘削（南沢川右岸・左岸） R4:築堤（南沢川右岸・左岸）
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事業名 南沢川総合流域防災事業 施工地名 登米市

（参考資料2）

被災状況等

北沢川護岸・市道崩壊状況

⽯⾙川決壊状況

南沢川越⽔・国道冠⽔状況 国道４５号冠⽔状況

久保地区浸⽔状況

南沢川護岸・県道崩壊状況

＜令和元年東⽇本台⾵＞
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事業名 南沢川総合流域防災事業 施工地名 登米市

（参考資料3）

短期的事業計画調書

今後10年間の整備方針及び事業計画

・国道45号接続部より上流および寺川合流部付近については、令和１０年度までの完成を目指し、築
堤・護岸工事・橋梁工事を実施し、浸水被害の軽減を図る。

当面の整備区間を示した図面

国道45号接続部

寺川合流部
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（参考資料4）

費用対効果分析算定結果

総便益（現在価値化）

総費用（現在価値化）

便益

費用
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